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第 1 章 調査研究の概要 

Ⅰ．調査研究の目的 

地域におけるリハビリテーションの資源である通所リハビリテーション事業所数やリハビリ職

員数には地域格差が存在し、リハビリテーションの提供体制に地域差が存在する。 

上記の現状・課題を踏まえ、地域におけるリハビリテーション提供体制の均霑化を目指し、地

域における介護保険のリハビリテーションの実態（事業所・利用者・保険者）を調査し、介護保

険事業計画における地域のリハビリテーションの提供体制の指標を各学識者、職業団体、保険者

から意見聴収し、介護保険事業計画における地域のリハビリテーションの提供体制の指標を提案

する。 

また介護分野のリハビリテーション（訪問リハビリテーション・通所リハビリテーション・介

護老人保健施設・介護医療院）の在り方を明らかにするための検討を行う。 

 

Ⅱ．事業概要 

１．検討委員会の開催 

有識者・職業団体・自治体（保険者）等から構成する会議体を設置し、調査設計、調査票の作

成、集計・分析、地域のリハビリテーション提供体制の指標、介護分野のリハビリテーションの

在り方、報告書の作成等の検討を行う。 

なお、検討委員会のメンバーは有識者、職業団体及び保険者の関係者等16名、開催回数は計3回実

施した。 

 

  

第１回 ➢ リハビリテーションの目指すべき姿の検討について、今後の検討スケジュールに

ついて 

➢ 本研究事業の概要について 

➢ 調査票（案）について 

第２回 ➢ リハビリテーションの目指すべき姿の検討について、今後の検討スケジュールに

ついて 

➢ 本研究事業の概要について 

➢ 調査票（案）について 

第３回 ➢ 自治体ヒアリング結果のまとめ 

➢ アンケート調査結果の速報 

➢ 報告書（案）とリハビリテーション指標（案）について 

➢ 今後のスケジュールと進め方について 
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２．介護保険のリハビリテーションの実態調査の実施 

地域におけるリハビリテーションの実態を把握するため、「事業所・利用者」及び「保険者」を

対象とした調査を実施した。「事業所・利用者、本人家族」については、アンケートを行い、「保

険者」については訪問および書面調査を実施した。 

 

  ＜事業所・利用者調査＞ 

訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、介護老人保健施設、居宅介護支援事業所

を対象として、以下の観点から実態の把握を行った。 

 

➢ 医師の指示に基づく医学的管理下のリハビリテーションサービスの提供実態の把握を行っ

た。 

➢ 医療保険リハビリテーションと介護保険リハビリテーションの連携の実態把握を行った。 

➢ Barthel Index等を活用した ADL記録の実態及びリハビリテーション効果の評価を把握した。 

 

 

 

＜保険者調査＞ 

介護保険者を対象として、以下の観点から実態の把握を行った。 

 

➢ 「第 7期介護保険事業計画」において「自立支援、介護予防・重度化防止の推進」のための

取組として保険者が設定している、リハビリテーションに関連する「取組・目標」及び

「自己評価のための評価指標」の内容について公表資料より現状白を行った。 

➢ １で検討を行う地域のリハビリテーション提供体制の現状を把握・評価するための指標の

有用性について訪問および書面調査で把握を行った。 
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第２章 要介護者等に対するリハビリテーション提供体制の指標

開発研究に関するアンケート調査全般 

Ⅰ．訪問リハビリテーション事業所に関するアンケート調査 

１．調査研究の目的 

本調査は、今後のリハビリテーション提供体制の在り方において、各施設・事業所での現在の

リハビリテーション提供体制や連携等の状況を把握する事を目的として実施した。また、介護保

険でのリハビリテーションを利用されている利用者より、リハビリテーションサービスの利用状

況や、健康状態等を把握し、リハビリテーションの有用性についての検討する事も目的としてい

る。 

 

 

２．調査対象と実施方法 

調査対象は全国の 200の訪問リハビリテーション事業所とその利用者とする。 

利用者票は事業所においてリハビリテーションを利用されている利用者（※調査数は誕生日の

日付が「10日」～「15日」の人）を令和２年１月 31日に近い順に２名抽出した。 

本人・家族票は事業所においてリハビリテーションを利用されている利用者を２名無作為に抽

出した。 

各事業所に基本票１部、利用者票２部、本人・家族票２部を郵送し、本人・家族票はそのまま

対象者またはご家族の方にお渡しいただいた。 

事業所基本票と(事業所記入)利用者票は記入後、同封の返信用封筒を用いて、2020 年 3 月 4 日

(水)までに投函していただいた。 

本人・家族票は、調査票１部と返信用封筒１部を用いて、2020 年３月４日(水)までに投函して

いただいた。また、投函が困難な場合は、事業所の担当者が回収し、送付していただいた。 

 

図表 2-1 調査票種類および記入者 

調査票名 部数 記入者 

基本票 1部 事業所の管理者等の方が記入 

利用者票 2部 

 

調査対象の利用者の状況を把握している計画担当者、または状況を把握している

方が記入 

本人・家族票 2部 サービスを受けている利用者本人またはその家族等に該当する方が記入 

※対象者は上記の「利用者票」と必ずしも同じでなくとも構わない 
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図表 2-2 調査の流れ（配布～回収まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．回収状況 

本調査の回収結果は、以下の通りである。 

 

図表 2-3 回収状況 

調査種類 母集団数 配布数 回収数 回収率 

基本票 5,001 200 60 30.0％ 

利用者票  400 96 24.0％ 

本人・家族票  400 82 20.5％ 
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Ⅱ．通所リハビリテーション事業所に関するアンケート調査 

１．調査研究の目的 

本調査は、今後のリハビリテーション提供体制の在り方において、各施設・事業所での現在の

リハビリテーション提供体制や連携等の状況を把握する事を目的として実施した。また、介護保

険でのリハビリテーションを利用されている利用者より、リハビリテーションサービスの利用状

況や、健康状態等を把握し、リハビリテーションの有用性についての検討する事も目的としてい

る。 

 

 

 

２．調査対象と実施方法 

調査対象は全国の 350の通所リハビリテーション事業所とその利用者とする。 

利用者票は事業所においてリハビリテーションを利用されている利用者（※調査数は誕生日の

日付が「10日」～「15日」の人）を令和２年１月 31日に近い順に２名抽出し、そのうち１名は認

知症のある利用者を事業所より単純抽出した。 

本人・家族票は事業所においてリハビリテーションを利用されている利用者を２名無作為に抽

出した。 

各事業所に基本票１部、利用者票２部、本人・家族票２部を郵送し、本人・家族票はそのまま

対象者またはご家族の方にお渡しいただいた。 

事業所基本票と(事業所記入)利用者票は記入後、同封の返信用封筒を用いて、2020 年３月４日

(水)までに投函していただいた。 

本人・家族票は、調査票１部と返信用封筒１部を用いて、2020 年３月４日(水)までに投函して

いただいた。また、投函が困難な場合は、事業所の担当者が回収し、送付していただいた。 

 

図表 2-4 調査票種類および記入者 

調査票名 部数 記入者 

基本票 1部 事業所の管理者等の方が記入。 

利用者票 2部 

 

調査対象の利用者の状況を把握している計画担当者、または状況を把握してい

る方が記入。 

本人・家族票 2部 サービスを受けている利用者本人またはその家族等に該当する方が記入。 

※対象者は上記の「利用者票」と必ずしも同じでなくとも構わない。 
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図表 2-5 調査の流れ（配布～回収まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．回収状況 

本調査の回収結果は、以下の通りである。 

図表 2-6 回収状況 

調査種類 母集団数 配布数 回収数 回収率 

基本票 8,668 350 65 18.6％ 

利用者票  700 119 17.0％ 

本人・家族票  700 106 15.1％ 
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Ⅲ．介護老人保健施設に関するアンケート調査 

１．調査研究の目的 

本調査は、今後のリハビリテーション提供体制の在り方において、各施設・事業所での現在の

リハビリテーション提供体制や連携等の状況を把握する事を目的として実施した．また、介護保

険でのリハビリテーションを利用されている利用者より、リハビリテーションサービスの利用状

況や、健康状態等を把握し、リハビリテーションの有用性についての検討する事も目的としてい

る。 

 

 

 

２．調査対象と実施方法 

調査対象は全国の 200の介護老人保健施設とその利用者とする。 

利用者票は事業所においてリハビリテーションを利用されている利用者（※調査数は誕生日の

日付が「10日」～「15日」の人）を令和２年１月 31日に近い順に２名抽出した。 

各事業所に基本票１部、利用者票２部を郵送し、記入後、同封の返信用封筒を用いて、2020 年

３月４日(水)までに投函していただいた。 

 

図表 2-7 調査票種類および記入者 

調査票名 部数 記入者 

基本票 1部 事業所の管理者等の方が記入。 

利用者票 2部 

 

調査対象の利用者の状況を把握している計画担当者、または状況を把握して

いる方が記入。 
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図表 2-8 調査の流れ（配布～回収まで） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．回収状況 

本調査の回収結果は、以下の通りである。 

 

図表 2-9 回収状況 

調査種類 母集団数 配布数 回収数 回収率 

基本票 4,471 200 34 17.0％ 

利用者票  400 63 15.8％ 
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に回答ができる方 

 

施
設
基
本
票
、
利
用
者
票
を
事
業
所
で
取
り
ま
と
め
、 

返
信
用
封
筒
（
角
２
）に
封
入
し
て
く
だ
さ
い
。 
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Ⅳ．居宅介護支援事業所に関するアンケート調査 

１．調査研究の目的 

本調査は、今後のリハビリテーション提供体制の在り方において、各施設・事業所での現在の

リハビリテーション提供体制や連携等の状況を把握する事を目的として実施した。また、介護保

険でのリハビリテーションを利用されている利用者より、リハビリテーションサービスの利用状

況や、健康状態等を把握し、リハビリテーションの有用性についての検討する事も目的としてい

る。 

 

 

２．調査対象と実施方法 

調査対象は全国の 100の居宅介護支援事業所とする。 

各事業所に基本票１部を郵送し、記入後、同封の返信用封筒を用いて、2020 年３月４日(水)ま

でに投函していただいた。 

 

図表 2-10 調査票種類および記入者 

調査票名 部数 記入者 

基本票 1部 事業所の管理者等の方が記入 

 

 

図表 2-11 調査の流れ（配布～回収まで） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

調査の流れ 

 

事業所 

基本票 

 

調査票 

一式 

 

配布 

 

記入・回収 

 

返送 

 調 
査 
事 
務 
局 
に 
返 
送 
3 
月 
4 
日 
(水) 
迄 

対
象
事
業
所 

管
理
者
宛
に
送
付 

 

事業所票 

(記入済み) 

 

管理者または当該調

査の項目に一番適切

に回答ができる方 
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３．回収状況 

本調査の回収結果は、以下の通りである。 

 

図表 2-12 回収状況 

調査種類 母集団数 配布数 回収数 回収率 

基本票 51,728 100 17 17.0％ 
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第３章 アンケート調査結果 

Ⅰ．訪問リハビリテーション事業所調査結果 

１．事業所の基本情報について 

（１）基本情報 

１）所在地 

回答事業所の所在地は、「千葉県」が８件で最も多く、次いで「北海道」、「大阪府」、「福岡県」

「熊本県」、「沖縄県」(各３件)となっている。 ※回答事業所が０件の県は表示していない。 

図表 3-1 所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(60) (件)

千葉県

北海道

大阪府

福岡県

熊本県

沖縄県

神奈川県

愛知県

岡山県

鹿児島県

兵庫県

徳島県

東京都

新潟県

石川県

福井県

岐阜県

静岡県

滋賀県

京都府

鳥取県

島根県

広島県

山口県

高知県

佐賀県

長崎県

大分県

無回答

8
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4

4
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3

3
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2

2
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1

1

1
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1

1

1
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1

1

1

1

1

1

-
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２）法人種別 

法人種別は、「医療法人」が 86.7％で最も多く、次いで「社会福祉法人(社会福祉協議会を除く)」

(5.0％)、「公立(都道府県・市区町村)」「社団・財団法人」(各 1.7％)となっている。 

 

図表 3-2 法人種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）併設している主な機能（複数回答可） 

併設している主な機能は、「通所リハビリテーション」が 48.3％で最も多く、次いで「診療所」

(46.7％)、「病院」(40.0％)となっている。 

 

図表 3-3 併設している主な機能（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(60) (％)

医療法人

社会福祉法人
（社会福祉協議会を除く）

公立（都道府県・市区町村）

社団・財団法人

社会福祉協議会

特定非営利活動法人

その他

86.7

5.0

1.7

1.7

-

-

5.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

n=(60) (％)

通所リハビリテーション

診療所

病院

介護保険施設（老健、特養その他）

訪問看護ステーション

高齢者住まい

（サ高住、有料老人ホーム等）

48.3

46.7

40.0

26.7

20.0

10.0

0 10 20 30 40 50
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４）事業所のリハビリテーション職の人員体制 

事業所のリハビリテーション職の人員体制の状況は以下の通りとなっている。 

 

図表 3-4 事業所のリハビリテーション職の人員体制／常勤 

（件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～29 人 30 人以上 無回答 

理学療法士 60 1 42 4 2 1 10 

作業療法士 60 9 27 - 2 - 22 

言語聴覚士 60 20 9 - 1 - 30 

 

 

図表 3-5 事業所のリハビリテーション職の人員体制／非常勤 

（件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～29 人 30 人以上 無回答 

理学療法士 60 22 10 1 - - 27 

作業療法士 60 25 6 - - - 29 

言語聴覚士 60 18 9 - - - 33 

 

 

 

 

 

５）令和２年１月（１か月）１日平均利用人数（介護予防も含む） 

令和２年１月（１か月）１日平均利用人数の状況は以下の通りとなっている。 

 

図表 3-6 令和２年１月（１か月）１日平均利用人数 

      （件） 

調査数 ０～５人 ６～10 人 11～15 人 16～19 人 20 人以上 無回答 

60 35 12 5 2 3 3 
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６）登録利用者の要介護度 

登録利用者の要介護度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-7 登録利用者の要介護度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～９人 10～29 人 30～49 人 50 人以上 無回答 

要支援１ 60 29 29 - 1 - 1 

要支援２ 60 15 39 4 - 1 1 

要介護１ 60 11 42 5 - 1 1 

要介護２ 60 15 32 10 1 1 1 

要介護３ 60 13 36 9 - 1 1 

要介護４ 60 15 36 7 1 - 1 

要介護５ 60 23 29 6 1 - 1 

申請中 60 55 4 - - - 1 

合計 60 - 23 17 9 10 1 

 

 

７）障害高齢者の自立度 

障害高齢者の自立度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-8 障害高齢者の自立度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

自立 60 19 9 - - - 32 

Ｊ１ 60 9 23 3 2 - 23 

Ｊ２ 60 5 29 5 5 - 16 

Ａ１ 60 2 20 11 9 3 15 

Ａ２ 60 4 20 14 6 2 14 

Ｂ１ 60 4 27 7 4 - 18 

Ｂ２ 60 3 27 7 2 - 21 

Ｃ１ 60 11 18 2 - - 29 

Ｃ２ 60 9 27 - 3 - 21 
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８）認知症高齢者の日常生活自立度 

認知症高齢者の日常生活自立度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-9 認知症高齢者の日常生活自立度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

自立 60 4 17 9 7 6 17 

Ⅰ 60 3 24 9 8 3 13 

Ⅱａ 60 4 27 8 1 - 20 

Ⅱｂ 60 2 30 4 3 1 20 

Ⅲａ 60 8 24 3 1 - 24 

Ⅲｂ 60 16 15 - - - 29 

Ⅳ 60 10 19 1 1 - 29 

Ｍ 60 21 6 1 - - 32 

 

 

９）年齢分布 

登録利用者の年齢分布は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-10 年齢分布 

       （件） 

 調査数 ０人 １～９人 10～29 人 30～49 人 50 人以上 無回答 

40～64 歳 60 20 35 3 1 - 1 

65～74 歳 60 13 36 9 - 1 1 

75～79 歳 60 16 37 5 - 1 1 

80～84 歳 60 9 39 10 - 1 1 

85～89 歳 60 11 35 12 - 1 1 

90 歳以上 60 9 44 5 - 1 1 

 

 

１０）保険者別 

登録利用者の介護保険の保険者と事業所の所在地の関係別利用者数は、以下の通りとなってい

る。 

図表 3-11 保険者別利用者数 

       （件） 

 調査数 ０人 １～９人 10～29 人 30～49 人 50 人以上 無回答 

施設と同保険者内 60 1 22 17 9 5 6 

保険者外かつ同県内 60 22 27 4 - 1 6 

他県 60 50 4 - - - 6 
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調査別にみた保険者別利用者の累計人数の構成比を比較した結果は、以下の通りである。 

通所リハビリテーション事業所は他施設と比べて保険者外かつ同県内の利用者の割合が少なく、

また、介護老人保健施設は他県の利用者の割合が比較的多い。 

 

【参考】 保険者別利用者数の比較（調査間比較） 

 

訪問リハビリテーション事業所調査 （上段：人、下段％） 

合計 
施設と 

同保険者内 
保険者外 
かつ同県内 

他県 

1,697 1,353 339 5 

100.0 79.7 20.0 0.3 

 

 

通所リハビリテーション事業所調査 （上段：人、下段％） 

合計 
施設と 

同保険者内 
保険者外 
かつ同県内 

他県 

4,797 4,146 618 33 

100.0 86.4 12.9 0.7 

 

 

介護老人保健施設調査 （上段：人、下段％） 

合計 
施設と 

同保険者内 

保険者外 

かつ同県内 
他県 

2,621 2,061 503 57 

100.0 78.6 19.2 2.2 
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（２）リハビリテーション職同士の連携状況 

１）リハビリテーション職同士の連携について（複数回答可） 

リハビリテーション職同士の連携状況については、「他のリハビリテーション職と合同で利用者

の会議を実施」と「職員の兼務」が各 45.0％と多く、これらに「リハビリテーション職を他の事

業所に派遣し、リハビリテーションを実施」が 23.3％で続いている。「その他」の内容には、利用

者の情報共有の為、必要時に主にＣＭを通しての情報共有、があがっている。 

 

図表 3-12 リハビリテーション職同士の連携について（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）リハビリテーション職同士の連携状況について 

リハビリテーション職同士の連携状況については、「同一法人、同一施設の連携が可能」が

55.0％で最も多く、次いで「同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能」が 35.0％、「別

法人同士の連携が可能」が 1.7％となっている。 

 

図表 3-13 リハビリテーション職同士の連携状況について 

 

 

 

 

 

 

n （％）

全体 ( 60) 55.0 35.0 1.7 6.7 1.7

同一法人、同一施設の連携が可能
同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能
別法人同士の連携が可能
地域に連携するリハビリテーション職種がいない
わからない
無回答

n=(60) (％)

他のリハビリテーション職と合同で利用者

の会議を実施

職員の兼務

リハビリテーション職を他の事業所に派遣

し、リハビリテーションを実施

リハビリテーション職を他の事業所に派遣
し、リハビリテーション実施計画書を作成

その他

特になし

45.0

45.0

23.3

11.7

3.3

21.7

0 10 20 30 40 50
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３）主な連携頻度（複数回答可） 

リハビリテーション職同士の主な連携頻度は、「必要時」が 61.8％で最も多く、次いで「利用者

の状態変化時」(41.8％)、「担当者会議の開催に合わせて」(38.2％)となっている。 

 

図表 3-14 主な連携頻度（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）連携の為に行っている事（複数回答可） 

リハビリテーション職同士の連携の為に行っている事としては、「ケアマネジャーを通して情報

を共有」が 63.6％で最も多く、次いで「担当者会議の開催」(54.5％)、「連絡ノートの活用」

(36.4％)となっている。「その他」の内容には、電話、ＦＡＸ、メール、口頭での情報共有、があ

がっている。 

 

図表 3-15 連携の為に行っている事（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(55) (％)

必要時

利用者の状態変化時

担当者会議の開催に
合わせて

定期的

サービス利用毎

61.8

41.8

38.2

34.5

23.6

0 10 20 30 40 50 60 70

n=(55) (％)

ケアマネジャーを通して
情報を共有

担当者会議の開催

連絡ノートの活用

利用毎に報告書を共有

その他

無回答

63.6

54.5

36.4

29.1

18.2

1.8

0 10 20 30 40 50 60 70
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５）共有する情報（複数回答可） 

リハビリテーション職同士が共有する情報は、「利用者の状態像や、ＡＤＬについて」が 94.5％

で最も多く、次いで「生活状況」(85.5％)、「リハビリテーション目標について」(80.0％)となっ

ている。「その他」の内容には、家族の状況等、があがっている。 

 

図表 3-16 共有する情報（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）事業所における利用者の状態やＡＤＬ評価方法（複数回答可） 

事業所における利用者の状態やＡＤＬ評価方法は、「Barthel Index(BI)」が61.8％で最も多く、次

いで「手段的日常生活動作(IADL)」「Functional Independence Measure(FIM)」(各47.3％)と

なっている。「その他」の内容には、ＨＤＳ－Ｒ藤島式嚥下グレード、ＦＡＩ、があがっている。 

 

図表 3-17 事業所における利用者の状態やＡＤＬ評価方法（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(55) (％)

Ｂａｒｔｈｅｌ　Ｉｎｄｅｘ（ＢＩ）

手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）

Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｃｅ

Ｍｅａｓｕｒｅ（ＦＩＭ）

事業所独自の評価

ＩＣＦ　ステージング

その他

61.8

47.3

47.3

10.9

5.5

5.5

0 10 20 30 40 50 60 70

n=(55) (％)

利用者の状態像や、

ＡＤＬについて

生活状況

リハビリテーション目標
について

サービスの利用状況

介助の助言

会議等の報告

その他

無回答

94.5

85.5

80.0

60.0

47.3

32.7

1.8

1.8

0 20 40 60 80 100
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７）連携している理由（複数回答可） 

リハビリテーション職同士が連携している理由は、「利用者のサービス向上につながるため」が

94.5％で最も多く、次いで「専門的な視点を踏まえリハビリテーション実施計画を作成できるた

め」(52.7％)、「リハビリテーション職員等の教育につながるため」(49.1％)となっている。「そ

の他」の内容には、ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ職種間での専門的な意見の交流ができる、ケアマネと共通

の目標を意識するため、があがっている。 

 

図表 3-18 連携している理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）職種間や事業所間連携を継続する上での課題 

リハビリテーションの職種間や事業所間連携を継続する上での課題は、「職員が忙しく共同でア

セスメントや計画等を見直すための時間が取れない」が 58.2％と特に多く、次いで「貴施設の職

員に連携の必要性を理解していただくことが難しい」が 9.1％、「貴事業所として採算が取れない」

が 7.3％となっている。「その他」の内容には、連携すべきケースを気づかず素通りしてしまうこ

とがある。（後に気づく）、があがっている。 

 

図表 3-19 職種間や事業所間連携を継続する上での課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 55) 9.1 58.2 7.3 1.8 20.0 3.6

貴施設の職員に連携の必要性を理解していただくことが難しい
職員が忙しく共同でアセスメントや計画等を見直すための時間が取れない
貴事業所として採算が取れない
その他
課題はない
無回答

n=(55) (％)

利用者のサービス向上につながるため

専門的な視点を踏まえリハビリテーション
実施計画を作成できるため

リハビリテーション職員等の教育につな
がるため

利用者が増える等の経営上のメリットが
あるため

その他

94.5

52.7

49.1

12.7

5.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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（３）事業所医師とかかりつけ医の情報共有の連携状況 

１）かかりつけ医との連携を行う機会 

かかりつけ医と連携を行う機会は、「計画策定時」が 31.7％で最も多く、次いで「定期的」が

16.7％、「計画見直し時」が 15.0％となっている。「その他」の内容には、状態変化時、体調不良

時報告、リハビリ実施について問い合わせ、などがあがっている。 

 

図表 3-20 かかりつけ医との連携を行う機会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）連携の頻度 

かかりつけ医と「定期的」に連携を行っている場合の連携の頻度は、「１か月に１回」が 40.0％、

「３か月に１回」が 60.0％となっている。 

 

図表 3-21 連携の頻度 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 10) 40.0 60.0

１ヶ月に１回 ３ヶ月に１回 ６ヶ月に１回 その他

n （％）

全体 ( 60) 31.7 15.0 5.0 11.7 18.3 16.7 1.7

計画策定時 計画見直し時 リハビリテーション実施毎

その他 なし 定期的

無回答
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３）かかりつけ医との連携方法 

かかりつけ医との連携方法は、「情報提供書」が 39.6％で最も多く、これに「郵送(手紙)」

(20.8％)、「直接対面」(16.7％)が続いている。「その他」の内容には、毎月報告書を郵送、利用

者で家族を通して報告して頂く、があがっている。 

 

図表 3-22 かかりつけ医との連携方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(48) (％)

情報提供書

郵送（手紙）

直接対面

電話

ＦＡＸ

メール

システムの活用

ＴＶ　会議

ＳＮＳ　の活用

その他

39.6

20.8

16.7

12.5

2.1

2.1

2.1

-

-

4.2

0 10 20 30 40
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４）かかりつけ医への報告内容（複数回答可） 

かかりつけ医への報告内容は、「病状の報告」「訓練内容の報告」が各 83.3％で上位を占め、こ

れらに「目標達成状況、見込み」が 75.0％で続いている。 

 

図表 3-23 かかりつけ医への報告内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）別の医療機関の医師から情報提供を受けてリハビリテーションを計画、指示して実施し

たケースの有無 

直近３か月間の利用者の中で、指定訪問リハビリテーション事業所等の医師が、自ら診療を行

わず、当該別の医療機関の医師から情報提供を受けてリハビリテーションを計画、指示してリハ

ビリテーションを実施したケースについては、「ある」が 22.9％となっている。 

 

図表 3-24 別の医療機関の医師から情報提供を受けてリハビリテーションを計画、 

指示して実施したケースの有無 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 48) 22.9 77.1

ある ない

n=(48) (％)

病状の報告

訓練内容の報告

目標達成状況、見込み

訓練中の留意事項に対
する報告

訓練実施後の効果と副

作用に対する報告

その他

なし

83.3

83.3

75.0

66.7

35.4

4.2

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90



調査結果 訪問リハビリテーション事業所 

24 

６）別の医療機関の医師の適切な研修の受講の有無 

指定訪問リハビリテーション事業所等の医師が、自ら診療を行わず、当該別の医療機関の医師

から情報提供を受けてリハビリテーションを計画、指示してリハビリテーションを実施したケー

スが「ある」場合における、別の医療機関の医師の適切な受講の有無については、「受講済み」が

45.5％、「令和３年３月までに受講予定」が 18.2％、「受講予定か確認中、これから確認」が

36.4％となっている。 

 

図表 3-25 別の医療機関の医師の適切な研修の受講の有無 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 11) 45.5 18.2 36.4

受講済み 令和３年３月までに受講予定

受講予定なし 受講予定か確認中、これから確認
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（４）事業所の属する日常生活圏域について 

１）地域リハビリテーション資源が無いため、導入できなかった経験 

今まで、利用者にサービスを導入したくても、地域リハビリテーション資源が無いため、導入

できなかった事については、「ある」が 21.7％となっている。 

 

図表 3-26 地域リハビリテーション資源は無いため、導入できなかった経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）日常生活圏域における通所リハビリテーションの地域資源について 

日常生活圏における通所リハビリテーションの地域資源については、「利用者に対して大変充足

していると思う」(5.0％)と「利用者に対して充足していると思う」(48.3％)の合計が 53.3％で、

「利用者に対して不足していると思う」(30.0％)と「利用者に対して大変不足していると思う」

(5.0％)の合計(35.0％)を上回っている。 

 

図表 3-27 日常生活圏域における通所リハビリテーションの地域資源について 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 60) 21.7 76.7 1.7

ある ない 無回答

n （％）

全体 ( 60) 5.0 48.3 30.0 5.0 11.7

利用者に対して大変充足していると思う 利用者に対して充足していると思う
利用者に対して不足していると思う 利用者に対して大変不足していると思う
わからない
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３）日常生活圏域における訪問リハビリテーションの地域資源について 

日常生活圏における訪問リハビリテーションの地域資源については、「利用者に対して大変充足

していると思う」(1.7％)と「利用者に対して充足していると思う」(55.0％)の合計が 56.7％で、

「利用者に対して不足していると思う」(28.3％)と「利用者に対して大変不足していると思う」

(1.7％)の合計(30.0％)を上回っている。 

 

図表 3-28 日常生活圏域における訪問リハビリテーションの地域資源について 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 60) 1.7 55.0 28.3 1.7 11.7 1.7

利用者に対して大変充足していると思う 利用者に対して充足していると思う

利用者に対して不足していると思う 利用者に対して大変不足していると思う

わからない 無回答
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（５）地域ケア会議・地域交流について 

１）地域ケア会議の開催の有無 

地域ケア会議の開催は、「あり」が 56.7％となっている。 

 

図表 3-29 地域ケア会議の開催の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）地域ケア会議の開催頻度 

地域ケア会議の開催がある場合の開催頻度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-30 地域ケア会議の開催頻度 

       （件） 

調査数 
年に 

１～２回 
年に 

３～４回 
年に 

５～６回 
年に 

７～８回 
年に 

９～10 回 
年に 

11 回以上 無回答 

34 5 3 4 1 2 7 12 

 

 

 

 

３）会議参加の有無 

地域ケア会議への参加については、「参加あり」が 67.6％となっている。 

 

図表 3-31 会議参加の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 60) 43.3 56.7

なし あり

n （％）

全体 ( 34) 67.6 32.4

参加あり 参加なし
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４）地域ケア会議の開催範囲 

地域ケア会議の開催範囲は、「市区町村全体」が 43.5％、「日常生活圏域」が 26.1％、「両方にあ

り」が 30.4％となっている。 

 

図表 3-32 地域ケア会議の開催範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）事業所における地域ケア会議への参加状況 

事業所における地域ケア会議への参加状況は、「市区町村全体」が 47.8％、「日常生活圏域」が

30.4％、「両方に参加」が 21.7％となっている。 

 

図表 3-33 事業所における地域ケア会議の参加状況 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 23) 43.5 26.1 30.4

市区町村全体 日常生活圏域 両方にあり

n （％）

全体 ( 23) 47.8 30.4 21.7

市区町村全体 日常生活圏域 両方に参加
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６）日常生活圏域での地域ケア会議全体の参加者（複数回答可） 

日常生活圏域での地域ケア会議全体の参加者は、「地域包括支援センター職員」「ケアマネ

ジャー」「理学療法士」が各 91.7％で、これらに「自治体職員」「作業療法士」が各 66.7％で続い

ている。「その他」の内容には、消防署、警察署、があがっている。 

 

図表 3-34 日常生活圏域での地域ケア会議全体への参加者（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(12) (％)

地域包括支援センター職員

ケアマネジャー

理学療法士

自治体職員

作業療法士

介護事業者の管理者

看護師

管理栄養士

歯科衛生士

薬剤師

民生委員

医師

歯科医師

言語聴覚士

その他

参加者は不明

91.7

91.7

91.7

66.7

66.7

58.3

58.3

58.3

58.3

50.0

33.3

33.3

33.3

25.0

8.3

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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７）事業所からの地域ケア会議参加者（複数回答可） 

日常生活圏域での地域ケア会議への事業所からの参加者は、「理学療法士」が 83.3％、「作業療

法士」が 41.7％、「言語聴覚士」が 25.0％などとなっている。「その他」の内容には、支援相談員、

などがあがっている。 

 

図表 3-35 事業所からの地域ケア会議参加者（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）開催頻度 

日常生活圏域での地域ケア会議開催頻度は、「数か月に１回」が 50.0％で最も多く、次いで「不

定期」(25.0％)、「半年に１回」(16.7％)となっている。 

 

図表 3-36 開催頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(12) (％)

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

看護師

医師

ケアマネジャー

介護職員

その他

83.3

41.7

25.0

16.7

8.3

8.3

-

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

n （％）

全体 ( 12) 8.3 50.0 16.7 25.0

１か月に１回程度 数か月に１回 半年に１回

１年に１回 不定期 わからない
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９）地域ケア会議でのリハビリテーションに関する主な検討内容 

 地域ケア会議でのリハビリテーションに関する主な検討内容は、「地域課題の検討(介護予防

含む)」が 50.0％で最も多く、次いで「多職種協働に向けた支援方針」(33.3％)、「個別事例の検

討」(16.7％)となっている。 

図表 3-37 地域ケア介護でのリハビリテーションに関する主な検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０）リハビリテーション会議をすることで地域ケア個別会議とみなした取り組みの有無 

リハビリテーション会議をすることで地域ケア個別会議とみなした取り組みについては、「あり」

が 16.7％となっている。 

 

図表 3-38 リハビリテーション会議をすることで地域個別会議とみなした取り組みの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１）地域ケア個別会議をすることでリハビリテーション会議とみなした取り組みの有無 

地域ケア個別会議をすることでリハビリテーション会議とみなした取り組みについては、「あり」

が 8.3％となっている。 

 

図表 3-39 地域ケア個別会議をすることでリハビリテーション会議とみなした取り組みの有無 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 12) 16.7 83.3

あり なし

n （％）

全体 ( 12) 8.3 91.7

あり なし

n=(12) (％)

地域課題の検討( 介護予防含む)

多職種協働に向けた支援方針

他サービス事業所との連携

リハビリテーションにおけるアセスメント結
果等の情報の共有

個別事例の検討

その他

50.0

33.3

-

-

16.7

-

0 10 20 30 40 50 60 70
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（６）通いの場について 

１）通いの場での通所リハビリテーション開催の有無 

通いの場でのリハビリテーション開催については、「あり」が 10.0％となっている。 

 

図表 3-40 通いの場での通所リハビリテーション開催の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）地域の通いの場の開催回数 

通いの場でのリハビリテーション開催回数は、「月１回以上」が 33.3％、「３月に１回以上」「年

１回以上」が各 16.7％となっている。 

 

図表 3-41 地域の通いの場の開催回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）通いの場等で訓練を実施した事例の有無 

通いの場等での訓練を実施した事例については、「あり」が 50.0％となっている。 

 

図表 3-42 通いの場で訓練を実施した事例の有無 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 60) 10.0 88.3 1.7

あり なし 無回答

n （％）

全体 ( 6) 33.3 16.7 16.7 33.3

週１回以上 月１回以上 ３月に１回以上 年１回以上 開催なし 無回答

n （％）

全体 ( 6) 50.0 50.0

あり なし
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４）事業所自体で、市町村から通いの場や短期集中サービスＣの受託の有無 

事業所自体で、市区町村から通いの場や短期集中サービスＣを受託した経験については、「あり」

が 16.7％となっている。 

 

図表 3-43 事業所自体で、市町村から通いの場や短期集中サービスＣの受託の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）職員の一般介護予防事業や地域ケア会議等市区町村事業への派遣の有無 

 職員の一般介護予防事業(通いの場や地域リハ活動支援事業等)や地域ケア会議等市区町村事

業への派遣については、「あり」が 50.0％となっている。 

 

図表 3-44 職員の一般予防事業や地域ケア会議等市区町村事業への派遣の有無 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 6) 16.7 83.3

あり なし

n （％）

全体 ( 6) 50.0 50.0

あり なし



調査結果 訪問リハビリテーション事業所 

34 

（７）職種  

回答者の職種は、「理学療法士」が 70.0％で最も多く、次いで「作業療法士」(11.7％)、「事務

職」(8.3％)となっている。「その他」の内容には、社会福祉士、があがっている。 

 

図表 3-45 職種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(60) (％)

理学療法士

作業療法士

事務職

医師

言語聴覚士

看護師

介護職員

その他

無回答

70.0

11.7

8.3

3.3

3.3

-

-

1.7

1.7

0 10 20 30 40 50 60 70
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２．事業所の利用者の状況について 

（１）利用者の基本情報 

１）要介護度 

要介護度(８区分)は、「要介護２」が 19.8％で最も多く、次いで「要介護３」「要介護４」(各

16.7％)となっている。 

 

図表 3-46 要介護度－８区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護度(３区分)では、「要支援１・２」が 19.8％、「要介護１・２」が 34.4％、「要介護３・

４・５」が 45.8％となっている。 

利用期間別にみると、使用期間が６か月未満の利用者と比べて、６か月以上利用している利用

者は「要介護１・２」の割合が減少し、「要介護３・４・５」の割合が増加している。 

 

図表 3-47 要介護度－３区分：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 96)

利用期間６か月未満 ( 31)

利用期間６か月以上 ( 64)

19.8

19.4

18.8

34.4

38.7

32.8

45.8

41.9

48.4

要支援１・２ 要介護１・２ 要介護３・４・５

n=(96) (％)

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

申請中

9.4

10.4

14.6

19.8

16.7

16.7

12.5

-

0 5 10 15 20
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２）障害高齢者の自立度 

障害高齢者の自立度(９区分)は、「Ａ１」が 21.9％で最も多く、次いで「Ａ２」(16.7％)、「Ｊ

２」(13.5％)となっている。 

 

図表 3-48 障害高齢者の自立度－９区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害高齢者の自立度(３区分)では、「自立、生活自立(Ｊ１・２)」が 26.0％、「準寝たきり(Ａ

１・２)」が 38.5％、「寝たきり(Ｂ・Ｃ)」が 32.3％となっている。 

利用期間別にみると、使用期間が６か月未満の利用者と比べて、６か月以上利用している利用

者は「準寝たきり(Ａ１・２)」の割合が減少し、「寝たきり(Ｂ・Ｃ)」の割合が増加している。 

 

図表 3-49 障害高齢者の自立度－３区分：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(96) (％)

自立

Ｊ１

Ｊ２

Ａ１

Ａ２

Ｂ１

Ｂ２

Ｃ１

Ｃ2

無回答

1.0

11.5

13.5

21.9

16.7

12.5

8.3

2.1

9.4

3.1

0 10 20 30

n （％）

全体 ( 96)

利用期間６か月未満 ( 31)

利用期間６か月以上 ( 64)

26.0

25.8

25.0

38.5

41.9

37.5

32.3

29.0

34.4

3.1

3.2

3.1

自立、生活自立（Ｊ１・２） 準寝たきり（Ａ１・２） 寝たきり（Ｂ・Ｃ） 無回答
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３）認知症日常生活自立度 

認知症日常生活自立度(８区分)は、「自立」が 35.4％で最も多く、次いで「Ⅰ」(22.9％)、「Ⅱ

b」(12.5％)となっている。 

図表 3-50 認知症日常生活自立度－８区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症日常生活自立度(６区分)は、「自立」が 35.4％で最も多く、次いで「Ⅱa・b」(24.0％)、

「Ⅰ」(22.9％)となっている。 

介護度別にみると、要支援１・２と要介護１・２では「自立」が最も多く、次いで「Ⅰ」が多

くなっているが、要介護３・４・５では「Ⅱa・b」が 31.8％で最も多くなっている。 

図表 3-51 認知症日常生活自立度－６区分：介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(96) (％)

自立

Ⅰ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

Ｍ

無回答

35.4

22.9

11.5

12.5

5.2

1.0

6.3

-

5.2

0 10 20 30 40

(％)

自立

Ⅰ

Ⅱａ・ｂ

Ⅲａ・ｂ

Ⅳ

Ｍ

無回答

35.4

22.9

24.0

6.3

6.3

-

5.2

57.9

26.3

15.8

-

-

-

-

39.4

33.3

18.2

6.1

-

-

3.0

22.7

13.6

31.8

9.1

13.6

-

9.1

0 10 20 30 40 50 60 70

全 体（96）

要支援１・２（19）

要介護１・２（33）

要介護３・４・５（44）
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利用期間別にみると、利用期間が６か月未満の利用者は「Ⅱa・b」が 29.0％で最も多く、利用

期間が６か月以上の利用者は「自立」が 42.2％で最も多くなっている。 

 

図表 3-52 認知症日常生活自立度－６区分：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

自立

Ⅰ

Ⅱａ・ｂ

Ⅲａ・ｂ

Ⅳ

Ｍ

無回答

35.4

22.9

24.0

6.3

6.3

-

5.2

22.6

19.4

29.0

9.7

12.9

-

6.5

42.2

23.4

21.9

4.7

3.1

-

4.7

0 10 20 30 40 50

全 体（96）

利用期間６か月未満（31）

利用期間６か月以上（64）
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４）利用者の年齢 

利用者の年齢(６区分)は、「85～89 歳」が 19.8％で最も多く、次いで「65～74 歳」が 18.8％、

「75～79歳」が 17.7％となっている。 

 

図表 3-53 利用者の年齢－６区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の年齢(４区分)では、「85 歳以上」が 34.4％で最も多く、次いで「75～84 歳」が 33.3％、

「65～74歳」が 18.8％となっている。 

 

図表 3-54 利用者の年齢－４区分 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 96) 11.5 18.8 33.3 34.4 2.1

４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５～８４歳 ８５歳以上 無回答

n （％）

全体 ( 96) 11.5 18.8 17.7 15.6 19.8 14.6 2.1

４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５～７９歳 ８０～８４歳

８５～８９歳 ９０歳以上 無回答
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５）利用者の住所または居所 

利用者の住所または居所(５区分)は、「自宅」が 91.7％、「住宅型有料老人ホーム」が 5.2％、

「その他」が 3.1％となっている。「その他」の内容には、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、な

どがあがっている。 

 

図表 3-55 利用者の住所または居所－５区分 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の住所または居所(２区分)では、「自宅」が 91.7％、「自宅以外」が 8.3％となっている。 

 

図表 3-56 利用者の住所または居所－２区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）利用期間 

利用者の利用期間は、「６か月未満」が 32.3％、「６か月以上」が 66.7％となっている。 

 

図表 3-57 利用期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 96) 32.3 66.7 1.0

利用期間６か月未満 利用期間６か月以上 無回答

n （％）

全体 ( 96) 91.7 8.3

自宅 自宅以外

n （％）

全体 ( 96) 91.7 5.2 3.1

自宅 住宅型有料老人ホーム 介護付有料老人ホーム

サービス付高齢者住宅 その他
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（２）利用者情報 

１）通所リハビリテーションとの併用 

通所リハビリテーションとの併用については、「はい」が 17.7％となっている。 

介護度別にみると、要支援１・２で「はい」が 26.3％と多くなっている。 

 

図表 3-58 通所リハビリテーションとの併用：介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 96)

要支援１・２ ( 19)

要介護１・２ ( 33)

要介護３・４・５ ( 33)

17.7

26.3

12.1

12.1

82.3

73.7

87.9

87.9

はい いいえ
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２）訪問リハビリテーションの主なサービス提供時間 

訪問リハビリテーションの主なサービス提供時間は、「１時間以上～２時間未満」が 27.1％で最

も多く、次いで「２～３時間」が 19.8％、「３～４時間」が 6.3％となっている。 

介護度別にみると、要支援１・２では「２～３時間」が 36.8％と最も多くなっている。 

 

図表 3-59 訪問リハビリテーションの主なサービス提供時間：介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

１時間以上～２時間未満

２～３時間

３～４時間

４～５時間

５～６時間

６～７時間

７～８時間

８時間以上

無回答

27.1

19.8

6.3

2.1

5.2

3.1

4.2

-

32.3

26.3

36.8

5.3

5.3

5.3

-

10.5

-

10.5

27.3

21.2

9.1

3.0

9.1

6.1

-

-

24.2

27.3

11.4

4.5

-

2.3

2.3

4.5

-

47.7

0 10 20 30 40 50 60

全 体（96）

要支援１・２（19）

要介護１・２（33）

要介護３・４・５（44）
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利用期間別にみると、利用期間６か月未満では「１時間以上～２時間未満」が 32.3％で最も多

い。利用期間６か月以上では「２～３時間」が 25.0％で最も多くなっている。 

 

図表 3-60 訪問リハビリテーションの主なサービス提供時間：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１時間以上～２時間未満

２～３時間

３～４時間

４～５時間

５～６時間

６～７時間

７～８時間

８時間以上

無回答

27.1

19.8

6.3

2.1

5.2

3.1

4.2

-

32.3

32.3

9.7

3.2

6.5

6.5

3.2

3.2

-

35.5

23.4

25.0

7.8

-

4.7

3.1

4.7

-

31.3

0 10 20 30 40

全 体（96）

利用期間６か月未満（31）

利用期間６か月以上（64）
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３）リハビリテーションが必要となった原因の傷病名 

リハビリテーションが必要となった原因の傷病名は、「脳卒中」が 25.0％で最も多く、次いで

「骨折」(14.6％)、「脊椎・脊髄疾患」(11.5％)となっている。「その他」の内容には、全身性エ

リテマトーデス、先天性小児麻痺、腰筋痛症、などがあがっている。 

 

図表 3-61 リハビリテーションが必要となった原因の傷病名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(96) (％)

脳卒中

骨折

脊椎・脊髄疾患

廃用症候群

進行性の神経疾患

関節症・骨粗鬆症

悪性新生物

パーキンソン病

高血圧

うつ病

呼吸不全

腎不全

関節リウマチ

心不全

糖尿病

肺炎

認知症

その他

25.0

14.6

11.5

8.3

7.3

6.3

5.2

5.2

4.2

3.1

1.0

1.0

1.0

-

-

-

-

6.3

0 10 20 30
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利用期間別にみると、利用期間６か月未満では「骨折」が 25.8％で最も多く、「脳卒中」は

16.1％と少ない。一方で利用期間６か月以上では「脳卒中」が 29.7％で最も高く、「骨折」は

7.8％と少なくなっている。 

 

図表 3-62 リハビリテーションが必要となった原因の傷病名：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

脳卒中

骨折

脊椎・脊髄疾患

廃用症候群

進行性の神経疾患

関節症・骨粗鬆症

悪性新生物

パーキンソン病

高血圧

うつ病

呼吸不全

腎不全

関節リウマチ

心不全

糖尿病

肺炎

認知症

その他

25.0

14.6

11.5

8.3

7.3

6.3

5.2

5.2

4.2

3.1

1.0

1.0

1.0

-

-

-

-

6.3

16.1

25.8

6.5

16.1

3.2

3.2

6.5

6.5

3.2

6.5

-

-

3.2

-

-

-

-

3.2

29.7

7.8

14.1

4.7

9.4

7.8

4.7

4.7

4.7

1.6

1.6

1.6

-

-

-

-

-

7.8

0 10 20 30

全 体（96）

利用期間６か月未満（31）

利用期間６か月以上（64）
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４）併用している主なサービス（複数回答可） 

訪問リハビリテーション以外に併用している主なサービスは、「福祉用具」が 57.3％で最も多く、

次いで「通所介護」(34.4％)、「訪問介護」(31.3％)となっている。「その他」の内容には、訪問

入浴、介護タクシー、などがあがっている。 

 

図表 3-63 併用している主なサービス（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）訪問リハビリが行われるきっかけ 

訪問リハビリが行われるきっかけは、「病院や診療所からの退院や紹介による」が 36.5％で最も

多く、次いで「ケアマネからの提案」(32.3％)、「利用者の意向」(14.6％)となっている。「その

他」の内容には、通所リハビリの理学療法士からの提案、外来リハビリからの移行、などがあ

がっている。 

図表 3-64 訪問リハビリが行われるきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(96) (％)

病院や診療所からの退院や紹介による

ケアマネからの提案

利用者の意向

家族の意向

通所からの移行

地域包括支援センターからの助言

その他

36.5

32.3

14.6

11.5

2.1

-

3.1

0 10 20 30 40

n=(96) (％)

福祉用具

通所介護

訪問介護

訪問看護

その他

併用しているサービスはない

無回答

57.3

34.4

31.3

16.7

6.3

10.4

1.0

0 10 20 30 40 50 60
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６）直近１か月の利用者のおよその外来診療の通院頻度 

直近１か月の利用者のおよその外来診療の通院頻度は、「１か月に１回程度」が 59.4％で最も多

く、次いで「２週間に１回程度」(13.5％)、「１週間に１回以上」(8.3％)となっている。「その他」

の内容には、入院中、３ヶ月に１回程度、などがあがっている。 

 

図表 3-65 直近１か月の利用者のおよその外来新緑の通院頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７）直近１か月の利用者のおよその通いの場への参加頻度 

直近１か月の利用者のおよその通いの場への参加頻度は、「１週間に１回以上」が 8.3％、「２週

間に１回程度」「１か月に１回程度」が各 1.0％などとなっている。 

 

図表 3-66 直近１か月の利用者のおよその通いの場への参加頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(96) (％)

１週間に１回以上

２週間に１回程度

１か月に１回程度

２か月に１回程度

利用なし

不明

その他

無回答

8.3

1.0

1.0

-

86.5

2.1

-

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

n=(96) (％)

１週間に１回以上

２週間に１回程度

１か月に１回程度

２か月に１回程度

通院なし

不明

その他

無回答

8.3

13.5

59.4

6.3

4.2

-

6.3

2.1

0 10 20 30 40 50 60
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８）利用者が受けている医療的処置・ケア等（複数回答可） 

利用者が受けている医療的処置・ケア等は、「服薬管理」が 37.5％、「褥瘡等創傷のケア」が

8.3％、「経管栄養」「浣腸・摘便」が各 4.2％などとなっている。「その他」の内容には、透析、Ｎ

ＰＰＶ療法、などがあがっている。 

図表 3-67 利用者が受けている医療的処置・ケア等（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９）リハビリ計画で重点を置いている課題領域 

リハビリ計画で重点を置いている課題領域は、「歩行・移動」が 77.1％と特に多く、次いで「姿

勢保持」(12.5％)、「移乗」(5.2％)となっている。 

図表 3-68 リハビリ計画で重点を置いている課題領域 

 

 

 

  

n=(96) (％)

服薬管理

褥瘡等創傷のケア

経管栄養

浣腸・摘便

気道内吸引

人工肛門・膀胱ケア

自己導尿のケア

中心静脈栄養

その他

なし

無回答

37.5

8.3

4.2

4.2

3.1

3.1

2.1

-

4.2

53.1

3.1

0 10 20 30 40 50 60

n=(96) (％)

歩行･ 移動

姿勢保持

移乗

摂食

更衣・整容

コミュニケーション

入浴・清潔

更衣

排泄

無回答

77.1

12.5

5.2

1.0

1.0

-

-

-

-

3.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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１０）ＢＩの変化 

利用開始時と調査時点のＢＩ（Bathel index）の変化をみると、「増加」が 42.7％、「変化なし」

が 37.5％、「減少」が 11.5％となっている。 

利用期間別にみると、利用６か月未満のＢＩの変化は、「増加」が 29.0％、「変化なし」が

51.6％、「減少」が 6.5％であるのに対し、利用６か月以上では「増加」が 50.0％、「変化なし」が

29.7％、「減少」が 14.1％となっている。 

 

図表 3-69 ＢＩの変化：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護度別にみると、要支援１・２では「変化なし」が 63.2％で最も多く、要介護１・２では

「増加」が 54.5％で最も多くなっている。要支援３・４・５では「減少」が 18.2％で他の介護度

と比べて多くなっている。 

 

 

図表 3-70 ＢＩの変化：介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 96)

利用６か月未満 ( 31)

利用６か月以上 ( 64)

42.7

29.0

50.0

37.5

51.6

29.7

11.5

6.5

14.1

8.3

12.9

6.3

増加 変化なし 減少 無回答

n （％）

全  体 ( 96)

要支援１・２ ( 19)

要介護１・２ ( 33)

要介護３・４・５ ( 44)

42.7

31.6

54.5

38.6

37.5

63.2

33.3

29.5

11.5

5.3

6.1

18.2

8.3

6.1

13.6

増加 変化なし 減少 無回答
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障害高齢者の自立度別にみると、自立、生活自立（Ｊ１・２）では「変化なし」が 48.0％で最

も多く、準寝たきり（Ａ１・２）では「増加」が 59.5％で最も多くなっている。寝たきり（Ｂ・

Ｃ）では「増加」が 25.8％と少ない一方で「減少」が 22.6％と多くなっている。 

 

図表 3-71 ＢＩの変化：障害高齢者の自立度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所調査の設問である、リハビリテーション職同士の連携状況にみると、同一法人、同一施

設の連携が可能である事業所では、「増加」が 48.2％と多くなっている。 

 

 

図表 3-72 ＢＩの変化：リハビリテーション職同士の連携状況別（事業所調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全  体 ( 96)

自立、生活自立（Ｊ１・２） ( 25)

準寝たきり（Ａ１・２） ( 37)

寝たきり（Ｂ・Ｃ） ( 31)

42.7

44.0

59.5

25.8

37.5

48.0

27.0

41.9

11.5

4.0

8.1

22.6

8.3

4.0

5.4

9.7

増加 変化なし 減少 無回答

n （％）

全  体 ( 96)

同一法人、同一施設の
連携が可能

( 56)

同一法人、別施設または

事業所などでの連携が可能
( 30)

別法人同士の連携が可能 ( 2)

地域に連携する
リハビリテーション職種がいない

(　　　0)

わからない ( 6)

42.7

48.2

33.3

33.3

37.5

35.7

43.3

50.0

33.3

11.5

10.7

16.7

8.3

5.4

6.7

50.0

33.3

増加 変化なし 減少 無回答
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３．事業所を利用している本人または家族の状況について 

（１）記入者 

記入者は、「本人」「家族」が各 43.9％、「その他」が 4.9％となっている。 

 

図表 3-73 記入者 

 

 

 

 

 

 

 

（２）利用者について 

１）年齢 

利用者の年齢(６区分)は、「65～74 歳」が 22.0％で最も多く、次いで「85～89 歳」が 20.7％、

「80～84歳」「90歳以上」が各 17.1％となっている。 

 

表 3-74 年齢－６区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の年齢(４区分)では、「85 歳以上」が 37.8％で最も多く、次いで「75～84 歳」が 25.6％、

「65～74歳」が 22.0％となっている。 

図表 3-75 年齢－４区分 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 82) 43.9 43.9 4.9 7.3

本人 家族 その他 無回答

n=(82) (％)

４０～６４歳

６５～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０歳以上

無回答

12.2

22.0

8.5

17.1

20.7

17.1

2.4

0 10 20 30

n （％）

全体 ( 82) 12.2 22.0 25.6 37.8 2.4

４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５～８４歳 ８５歳以上 無回答
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２）性別 

利用者の性別は、「男性」が 32.9％、「女性」が 53.7％となっている。 

 

図表 3-76 性別 

 

 

 

 

 

 

３）要介護度 

利用者の要介護度(７区分)は、「要介護 2」が 22.0％で最も多く、次いで「要支援 2」が 19.5％、

「要介護 3」「要介護 4」が各 13.4％となっている。 

 

図表 3-77 要介護度－７区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の要介護度(３区分)では、「要支援１・２」が 26.8％、「要介護１・２」が 32.9％、「要介

護３・４・５」が 36.6％となっている。 

 

図表 3-78 要介護度－３区分 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 82) 32.9 53.7 13.4

男性 女性 無回答

n （％）

全体 ( 82) 26.8 32.9 36.6 3.7

要支援１・２ 要介護１・２ 要介護３・４・５ 無回答

n=(82) (％)

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

無回答

7.3

19.5

11.0

22.0

13.4

13.4

9.8

3.7

0 10 20 30
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４）健康状態 

利用者の健康状態は、「健康である」(17.1％)と「どちらかといえば健康である」(40.2％)の合

計が 57.3％、「どちらかというと健康ではない」(24.4％)と「健康ではない」(14.6％)の合計が

39.0％となっている。 

リハビリテーションの効果別にみると、効果があったと回答した利用者は「健康である」

(20.4％)と「どちらかといえば健康である」(49.0％)の合計が 69.4％と多いが、どちらかという

と効果があったと回答した利用者は「健康である」(10.7％)と「どちらかといえば健康である」

(32.1％)の合計が 42.8％と少なく、「どちらかというと健康ではない」(35.7％)と「健康ではない」

(17.9％)の合計が 53.6％と多い。 

 

図表 3-79 健康状態：リハビリテーションの効果別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 82)

効果があった ( 49)

どちらかというと効果があった ( 28)

あまり効果を感じられない ( 1)

効果を感じられない (　　　0)

わからない ( 2)

17.1

20.4

10.7

50.0

40.2

49.0

32.1

24.4

18.4

35.7

100.0

14.6

12.2

17.9

50.0

3.7

3.6

健康である どちらかというと健康である

どちらかというと健康ではない 健康ではない

無回答
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５）幸福度 

利用者の幸福度は、「８点」「10点」が各 19.5％、「７点」が 17.1％で平均 7.1点となっている。 

図表 3-80 幸福度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リハビリテーションの効果別にみると、効果があったと回答した利用者の幸福度は、「８点」が

24.5％で最も多く、次いで「７点」が 20.4％となっている。 

どちらかというと効果があったと回答した利用者の幸福度は、「６点」が 28.6％で最も多く、次

いで「５点」が 21.4％となっている。 

 

図表 3-81 幸福度：リハビリテーションの効果別 

          （上段：件、下段：％） 

 

調
査
数 

０
点 

１
点 

２
点 

３
点 

４
点 

５
点 

６
点 

７
点 

８
点 

９
点 

１
０
点 

無
回
答 

全 体 
82 2 - - 1 1 13 12 14 16 3 16 16 

100.0 2.4 - - 1.2 1.2 15.9 14.6 17.1 19.5 3.7 19.5 19.5 

効果があった 
49 2 - - - 1 6 4 10 12 2 10 10 

100.0 4.1 - - - 2.0 12.2 8.2 20.4 24.5 4.1 20.4 20.4 

どちらかとい
うと 
効果があった 

28 - - - 1 - 6 8 4 3 1 5 5 

100.0 - - - 3.6 - 21.4 28.6 14.3 10.7 3.6 17.9 17.9 

あまり効果を 
感じられない 

1 - - - - - - - - 1 - - - 

100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - 

効果を 
感じられない 

- - - - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - - - 

わからない 
2 - - - - - 1 - - - - 1 1 

100.0 - - - - - 50.0 - - - - 50.0 50.0 

n=(82) (％)

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

１０点

無回答 平均：7.1点

2.4

-

-

1.2

1.2

15.9

14.6

17.1

19.5

3.7

19.5

4.9

0 5 10 15 20
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６）リハビリテーションの効果 

介護保険サービスを利用して受けているリハビリテーションの効果については、「効果があった」

(59.8％)と「どちらかというと効果があった」(34.1％)の合計が 93.9％を占めている。 

 

図表 3-82 リハビリテーションの効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護度別にみると、要支援１・２では「どちらかというと効果があった」が 54.5％で最も多

く、次いで「効果があった」が 45.5％となっている。要介護１・２と要介護３・４・５では「効

果があった」がそれぞれ 63.0％、73.3％で最も多く、どちらかというと効果があった」はそれぞ

れ 25.9％、26.7％となっている。 

 

図表 3-83 リハビリテーションの効果：要介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(82) (％)

効果があった

どちらかというと効果があった

あまり効果を感じられない

効果を感じられない

わからない

無回答

59.8

34.1

1.2

-

2.4

2.4

0 10 20 30 40 50 60 70

(％)

効果があった

どちらかというと効果があった

あまり効果を感じられない

効果を感じられない

わからない

無回答

59.8

34.1

1.2

-

2.4

2.4

45.5

54.5

-

-

-

-

63.0

25.9

3.7

-

7.4

-

73.3

26.7

-

-

-

-

0 20 40 60 80

全 体（82）

要支援１・２（22）

要介護１・２（27）

要介護３・４・５（30）



調査結果 訪問リハビリテーション事業所 

56 

事業所調査の設問である、リハビリテーション職同士の連携状況にみると、同一法人、同一施

設の連携が可能である事業所及び同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能な事業所で

は、「効果があった」と「どちらかといえば効果があった」の合計が 9割を超えている。 

 

図表 3-84 リハビリテーションの効果：リハビリテーション職同士の連携状況別（事業所調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

効果があった＋
どちらかといえば効果があった

あまり効果を感じられない＋
効果を感じられない

無回答

93.8

1.3

5.0

93.6

2.1

4.3

96.2

-

3.8

100.0

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100

全 体（80）

同一法人、同一施設の連携が可能(47)

同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能(26)

別法人同士の連携が可能(2)

地域に連携するリハビリテーション職種がいない(0)

わからない(5)
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７）リハビリテーション効果の理由 

リハビリテーションの効果について「効果があった」または「どちらかというと効果があった」

と回答した理由は、「リハビリを始める前にできなかったことが、できるようになった」が 36.4％

で最も多く、次いで「日常生活が過ごしやすくなった」が 23.4％、「体力がついたと感じられる」

が 20.8％となっている。「その他」の内容には、家族以外の人と話すことで気持ちが明るくなる、

外出できるようになった、などがあがっている。 

 

図表 3-85 リハビリテーション効果の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護度別にみると、要支援１・２と要介護３・４・５では「リハビリを始める前にできな

かったことが、できるようになった」がそれぞれ 50.0％、46.7％で最も多い。要介護１・２は

「日常生活が過ごしやすくなった」「体力がついたと感じられる」がともに 37.5％で最も多い。 

 

 

図表 3-86 リハビリテーション効果の理由：要介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

リハビリを始める前にできなかったことが、
できるようになった

日常生活が過ごしやすくなった

体力がついたと感じられる

元気になった。活発になった

その他

無回答

36.4

23.4

20.8

9.1

6.5

3.9

50.0

13.6

22.7

4.5

-

9.1

12.5

37.5

37.5

8.3

4.2

-

46.7

20.0

3.3

13.3

13.3

3.3

0 20 40 60

全 体（77）

要支援１・２（22）

要介護１・２（24）

要介護３・４・５（30）

n=(82) (％)

リハビリを始める前にできなかったことが、

できるようになった

日常生活が過ごしやすくなった

体力がついたと感じられる

元気になった。活発になった

その他

無回答

36.4

23.4

20.8

9.1

6.5

3.9

0 10 20 30 40
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８）リハビリテーションのサービスへの納得度 

現在受けているリハビリテーションへの納得度は、「納得している」(68.3％)と「どちらかとい

うと納得している」(26.8％)の合計で 95.1％となっている。 

 

図表 3-87 リハビリテーションのサービスへの納得度 

 

 

 

 

 

 

 

 

リハビリテーションの効果別にみると、あまり効果を感じられない、効果を感じられないでは

「あまり納得していない」がそれぞれ 14.3％、5.6％となっている。 

 

 

図表 3-88 リハビリテーションのサービスへの納得度：リハビリテーションの効果別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９）リハビリテーションのサービス評価の理由 

現在受けているリハビリテーションについて「納得していない」と回答した理由は、「サービス

を受けられる時間・回数が少ない」が３件、「身体的な理由」が１件となっている。 

 

n （％）

全体 ( 82) 68.3 26.8 4.9

納得している どちらかというと納得している

あまり納得していない 納得していない

n （％）

全体 ( 82)

効果があった ( 28)

どちらかというと効果があった ( 16)

あまり効果を感じられない ( 7)

効果を感じられない ( 18)

わからない ( 5)

68.3

64.3

81.3

57.1

77.8

60.0

26.8

35.7

18.8

28.6

16.7

40.0

4.9

14.3

5.6

納得している どちらかというと納得している

あまり納得していない 納得していない
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Ⅱ．通所リハビリテーション事業所調査結果 

１．事業所の基本情報について 

（１）基本情報 

１）所在地 

回答事業所の所在地は、「福岡県」、「熊本県」が６件で最も多く、次いで「愛知県」、「佐賀県」

(各５件)となっている。 

※ 回答事業所が０件の県は表示していない。 

 

図表 3-89 所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(65) (件)

福岡県

熊本県

愛知県

佐賀県

東京都

富山県

広島県

山口県

鹿児島県

北海道

千葉県

福井県

宮崎県

山形県

新潟県

石川県

岐阜県

三重県

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

徳島県

愛媛県

長崎県

大分県

沖縄県

無回答

6

6

5

5

3

3

3

3

3

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

0 2 4 6 8 10
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２）法人種別 

法人種別は、「医療法人」が 83.1％で最も多く、次いで「社会福祉法人(社会福祉協議会を除く)」

が 7.7％、「公立(都道府県・市区町村)」「社団・財団法人」が各 1.5％となっている。 

 

図表 3-90 法人種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）併設している主な機能（複数回答可） 

併設している主な機能は、「診療所」が 41.5％で最も多く、次いで「病院」が 36.9％、「介護保

険施設(老健、特養その他)」が 30.8％となっている。 

 

図表 3-91 併設している主な機能（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(65) (％)

医療法人

社会福祉法人
（社会福祉協議会を除く）

公立（都道府県・市区町村）

社団・財団法人

社会福祉協議会

特定非営利活動法人

その他

83.1

7.7

1.5

1.5

-

-

6.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

n=(65) (％)

診療所

病院

介護保険施設（老健、特養その他）

訪問リハビリテーション

訪問看護ステーション

高齢者住まい

（サ高住、有料老人ホーム等）

無回答

41.5

36.9

30.8

24.6

15.4

12.3

1.5

0 10 20 30 40 50
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４）事業所のリハビリテーション職の人員体制／常勤 

事業所のリハビリテーション職の人員体制の状況は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-92 事業所のリハビリテーション職の人員体制／常勤 

      （件） 

 調査数 ０人 １人 ２人 ３人以上 無回答 

理学療法士 65 6 20 15 22 2 

作業療法士 65 15 18 7 6 19 

言語聴覚士 65 29 4 2 - 30 

 

 

図表 3-93 事業所のリハビリテーション職の人員体制／非常勤 

      （件） 

 調査数 ０人 １人 ２人 ３人以上 無回答 

理学療法士 65 29 8 2 1 25 

作業療法士 65 29 4 1 - 31 

言語聴覚士 65 26 4 - - 35 

 

 

 

 

５）令和２年１月の１日平均利用人数 

令和２年１月の１日平均利用人数の状況は、以下の通りとなっている。 

図表 3-94 令和２年１月の１日平均利用人数 

      （件） 

調査数 ０～５人 ６～10 人 11～15 人 15～19 人 20 人以上 無回答 

65 2 10 4 10 30 9 

 

  



調査結果 通所リハビリテーション事業所 

62 

６）登録利用者の要介護度 

登録利用者の要介護度は、以下の通りとなっている。 

図表 3-95 登録利用者の要介護度 

      （件） 

 調査数 ０人 １～９人 10～29 人 30～49 人 50 人以上 

要支援１ 65 4 33 24 2 2 

要支援２ 65 4 22 26 10 3 

要介護１ 65 1 12 42 8 2 

要介護２ 65 1 22 32 8 2 

要介護３ 65 7 34 23 1 - 

要介護４ 65 14 42 8 1 - 

要介護５ 65 27 36 2 - - 

申請中 65 57 8 - - - 

合計 65 - 2 9 10 44 

 

 

 

７）障害高齢者の自立度 

障害高齢者の自立度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-96 障害高齢者の自立度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～９人 10～29 人 30～49 人 50 人以上 無回答 

自立 65 22 9 3 - - 31 

J１ 65 5 26 10 2 1 21 

J２ 65 5 6 23 6 2 23 

Ａ１ 65 1 16 14 10 2 22 

Ａ２ 65 1 15 17 8 - 24 

Ｂ１ 65 3 26 8 1 - 27 

Ｂ２ 65 9 21 7 - - 28 

Ｃ１ 65 15 21 - - - 29 

Ｃ２ 65 19 14 - - - 32 
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８）認知症高齢者の日常生活自立度 

認知症高齢者の日常生活自立度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-97 認知症高齢者の日常生活自立度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～９人 10～29 人 30～49 人 50 人以上 無回答 

自立 65 6 11 14 2 8 24 

Ⅰ 65 - 14 12 12 5 22 

Ⅱａ 65 - 27 11 4 - 23 

Ⅱｂ 65 3 18 17 1 1 25 

Ⅲａ 65 8 24 6 1 - 26 

Ⅲｂ 65 14 23 - - - 28 

Ⅳ 65 18 17 - - - 30 

Ｍ 65 28 4 - - 1 32 

 

 

９）年齢分布 

登録利用者の年齢分布は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-98 年齢分布 

       （件） 

 調査数 ０人 １～９人 10～29 人 30～49 人 50 人以上 無回答 

４０～６４歳 65 19 39 6 - - 1 

６５～７４歳 65 4 29 27 3 2 - 

７５～７９歳 65 1 31 25 5 3 - 

８０～８４歳 65 - 16 39 6 4 - 

８５～８９歳 65 - 14 36 12 3 - 

９０歳以上 65 - 28 31 6 - - 

 

 

１０）保険者別 

登録利用者の介護保険の保険者と事業所の所在地の関係別の利用者数は、以下の通りとなって

いる。 

図表 3-99 保険者別 

       （件） 

 調査数 ０人 １～９人 10～29 人 30～49 人 50 人以上 無回答 

施設と同保険者内 65 1 2 7 11 37 7 

保険者外かつ同県内 65 23 22 8 1 3 8 

他県 65 44 14 - - - 7 
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（２）リハビリテーション職同士の連携状況 

１）リハビリテーション職同士の連携について（複数回答可） 

リハビリテーション職同士の連携については、「他のリハビリテーション職と合同で利用者の会

議を実施」が 46.2％で最も多く、次いで「職員の兼務」(32.3％)、「リハビリテーション職を他の

事業所に派遣し、リハビリテーションを実施」(10.8％)となっている。「その他」の内容には、施

設内での連携、リハビリテーション計画書の送付による情報共有、があがっている。 

 

図表 3-100 リハビリテーション職同士の連携について（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）リハビリテーション職同士の連携状況について 

リハビリテーション職同士の連携状況については、「同一法人、同一施設の連携が可能」が

60.0％で最も多く、次いで「同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能」(20.0％)、「別

法人同士の連携が可能」(3.1％)となっている。 

 

図表 3-101 リハビリテーション職同士の連携状況 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 65) 60.0 20.0 3.11.5 12.3 3.1

同一法人、同一施設の連携が可能 同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能

別法人同士の連携が可能 地域に連携するリハビリテーション職種がいない

わからない 無回答

n=(65) (％)

他のリハビリテーション職と合同で利用者
の会議を実施

職員の兼務

リハビリテーション職を他の事業所に派遣
し、リハビリテーションを実施

リハビリテーション職を他の事業所に派遣

し、リハビリテーション実施計画書を作成

その他

特になし

無回答

46.2

32.3

10.8

7.7

3.1

26.2

1.5

0 10 20 30 40 50
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３）主な連携頻度（複数回答可） 

リハビリテーション職同士の主な連携頻度は、「必要時」が 63.0％で最も多く、次いで「担当者

会議の開催に合わせて」(35.2％)、「利用者の状態変化時」(33.3％)となっている。 

 

 

図表 3-102 主な連携頻度（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）連携の為に行っている事（複数回答可） 

リハビリテーション職同士の連携の為に行っている事としては、「ケアマネジャーを通して情報

を共有」が 51.9％で最も多く、次いで「担当者会議の開催」(50.0％)、「利用毎に報告書を共有」

(38.9％)となっている。「その他」の内容には、個別カルテの活用、口答にて直接伝達、などがあ

がっている。 

 

図表 3-103 連携の為に行っている事（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(54) (％)

ケアマネジャーを通して情報を共有

担当者会議の開催

利用毎に報告書を共有

連絡ノートの活用

その他

無回答

51.9

50.0

38.9

24.1

18.5

3.7

0 10 20 30 40 50 60

n=(54) (％)

必要時

担当者会議の開催に合わせて

利用者の状態変化時

定期的

サービス利用毎

63.0

35.2

33.3

25.9

22.2

0 10 20 30 40 50 60 70
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５）共有する情報（複数回答可） 

リハビリテーション職同士が共有する情報は、「利用者の状態像や、ＡＤＬについて」が 94.4％

で最も多く、次いで「サービスの利用状況」(64.8％)、「生活状況」「リハビリテーション目標に

ついて」(各 61.1％)となっている。 

 

図表 3-104 共有する情報（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）事業所における利用者の状態やＡＤＬ評価方法（複数回答可） 

事業所における利用者の状態やＡＤＬ評価方法は、「Barthel Index(BI)」が 66.7％で最も多く、

次いで「手段的日常生活動作(IADL)」(51.9％)、「Functional Independence Measure(FIM)」

(29.6％)となっている。「その他」の内容には、ＨＤＳ－Ｒ、ニーズ把握表、があがっている。 

 

図表 3-105 事業所における利用者の状態やＡＤＬ評価方法（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(54) (％)

利用者の状態像や、ＡＤＬについて

サービスの利用状況

生活状況

リハビリテーション目標について

介助の助言

会議等の報告

その他

94.4

64.8

61.1

61.1

42.6

35.2

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

n=(54) (％)

Ｂａｒｔｈｅｌ　Ｉｎｄｅｘ（ＢＩ）

手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）

Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｃｅ

Ｍｅａｓｕｒｅ（ＦＩＭ）

事業所独自の評価

ＩＣＦ　ステージング

その他

66.7

51.9

29.6

24.1

3.7

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70
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７）連携している理由（複数回答可） 

リハビリテーション職同士が連携している理由は、「利用者のサービス向上につながるため」が

96.3％で最も多く、次いで「専門的な視点を踏まえリハビリテーション実施計画を作成できるた

め」(61.1％)、「リハビリテーション職員等の教育につながるため」(27.8％)となっている。「そ

の他」の内容には、リハビリテーションマネジメント算定における要件に含まれるため、があ

がっている。 

 

図表 3-106 連携している理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）職種間や事業所間連携を継続する上での課題 

リハビリテーションの職種間や事業所間連携を継続する上での課題は、「職員が忙しく共同でア

セスメントや計画等を見直すための時間が取れない」が 77.8％を占め、「貴施設の職員に連携の必

要性を理解したいただくことが難しい」が 9.3％、「貴事業所として採算が取れない」が 5.6％で続

いている。「その他」の内容には、リハビリテーション職以外のスタッフとの連携の機会が少ない、

などがあがっている。 

 

図表 3-107 職種間や事業所間連携を継続する上での課題 

 

 

 

 

 

 

  

n=(54) (％)

利用者のサービス向上につながるため

専門的な視点を踏まえリハビリテーショ

ン実施計画を作成できるため

リハビリテーション職員等の教育につな

がるため

利用者が増える等の経営上のメリットが

あるため

その他

96.3

61.1

27.8

13.0

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

n （％）

全体 ( 54) 9.3 77.8 5.6
1.9

5.6

貴施設の職員に連携の必要性を理解していただくことが難しい
職員が忙しく共同でアセスメントや計画等を見直すための時間が取れない
貴事業所として採算が取れない
その他
課題はない
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（３）事業所医師とかかりつけ医の情報共有の連携状況 

１）かかりつけ医との連携を行う機会 

かかりつけ医と連携を行う機会は、「なし」が 36.9％で最も多く、次いで「計画策定時」が

32.3％、「計画見直し時」が 7.7％となっている。「その他」の内容には、状態変化時、疾患の疑い

等必要時及び新規利用開始時、などがあがっている。 

 

図表 3-108 かかりつけ医との連携を行う機会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）連携の頻度 

かかりつけ医と「定期的」な連携を行っている場合の連携の頻度は、「１か月に１回」「その他」

が各 50.0％となっている。 

 

図表 3-109 連携の頻度 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 65) 32.3 3.1 7.7 13.8 36.9 6.2

計画策定時 リハビリテーション実施毎

計画見直し時 その他

なし 定期的

n （％）

全体 ( 4) 50.0 50.0

１ヶ月に１回 ３ヶ月に１回 ６ヶ月に１回 その他
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３）かかりつけ医との連携方法 

かかりつけ医との連携方法は、「情報提供書」が 41.5％で最も多く、次いで「電話」(17.1％)、

「直接対面」(14.6％)となっている。「その他」の内容には、ケアマネを通して、紹介状（手渡

し）、などがあがっている。 
 

図表 3-110 かかりつけ医との連携方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）かかりつけ医への報告内容（複数回答可） 

かかりつけ医への報告内容は、「病状の報告」が 56.1％で最も多く、次いで「訓練中の留意事項

に対する報告」(31.7％)、「訓練内容の報告」(24.4％)となっている。「その他」の内容には、薬

の内容、などがあがっている。 
 

図表 3-111 かかりつけ医への報告内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(41) (％)

情報提供書

電話

直接対面

ＦＡＸ

郵送（手紙）

システムの活用

ＳＮＳ　の活用

メール

ＴＶ　会議

その他

41.5

17.1

14.6

7.3

7.3

2.4

2.4

-

-

7.3

0 10 20 30 40 50

n=(41) (％)

病状の報告

訓練中の留意事項に対
する報告

訓練内容の報告

目標達成状況、見込み

訓練実施後の効果と副作

用に対する報告

その他

なし

56.1

31.7

24.4

22.0

9.8

7.3

19.5

0 10 20 30 40 50 60



調査結果 通所リハビリテーション事業所 

70 

５）別の医療機関の医師から情報提供を受けてリハビリテーションを計画、指示して実施し

たケースの有無 

直近３か月間の利用者の中で、指定通所リハビリテーション事業所等の医師が、自ら診療を行

わず、当該別の医療機関の医師から情報提供を受けてリハビリテーションを計画、指示してリハ

ビリテーションを実施したケースについては、「ある」が 9.8％となっている。 

 

図表 3-112 別の医療機関の医師から情報提供を受けてリハビリテーションを 

計画、指示して実施したケースの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）別の医療機関の医師の適切な研修の受講の有無 

指定通所リハビリテーション事業所等の医師が、自ら診療を行わず、当該別の医療機関の医師

から情報提供を受けてリハビリテーションを計画、指示してリハビリテーションを実施したケー

スが「ある」場合における、別の医療機関の医師の適切な受講の有無については、「受講済み」が

50.0％、「令和３年３月までに受講予定」「受講予定か確認中、これから確認」が各 25.0％となっ

ている。 

 

図表 3-113 別の医療機関の医師の適切な研修の受講の有無 

 

 

   

   

   

 

 

  

n （％）

全体 ( 41) 9.8 90.2

ある ない

n （％）

全体 ( 4) 50.0 25.0 25.0

受講済み 令和３年３月までに受講予定

受講予定なし 受講予定か確認中、これから確認
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（４）事業所の属する日常生活圏域について 

１）地域にリハビリテーション資源が無いため、導入できなかった経験 

今まで、利用者にサービスを導入したくても、地域リハビリテーション資源が無いため、導入

できなかった事については、「ある」が 20.0％となっている。 

図表 3-114 地域にリハビリテーション資源が無いため、導入できなかった経験 

 

 

 

 

 

 

 

２）日常生活圏域における通所リハビリテーションの地域資源について 

日常生活圏における通所リハビリテーションの地域資源については、「利用者に対して大変充足

していると思う」(3.1％)と「利用者に対して充足していると思う」(53.8％)の合計が 56.9％で、

「利用者に対して不足していると思う」(23.1％)と「利用者に対して大変不足していると思う」

(3.1％)の合計(26.2％)を上回っている。 

図表 3-115 日常生活圏域における通所リハビリテーションの地域資源について 

 

 

 

 

 

 

 

３）日常生活圏域における訪問リハビリテーションの地域資源について 

日常生活圏における訪問リハビリテーションの地域資源については、「利用者に対して大変充足

していると思う」(6.2％)と「利用者に対して充足していると思う」(20.0％)の合計が 26.2％で、

「利用者に対して不足していると思う」(35.4％)と「利用者に対して大変不足していると思う」

(7.7％)の合計(43.1％)を下回っている。 

図表 3-116 日常生活圏域における訪問リハビリテーションの地域資源について 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 65) 20.0 75.4 4.6

ある ない 無回答

n （％）

全体 ( 65) 3.1 53.8 23.1 3.1 13.8 3.1

利用者に対して大変充足していると思う 利用者に対して充足していると思う

利用者に対して不足していると思う 利用者に対して大変不足していると思う

わからない 無回答

n （％）

全体 ( 65) 6.2 20.0 35.4 7.7 27.7 3.1

利用者に対して大変充足していると思う 利用者に対して充足していると思う

利用者に対して不足していると思う 利用者に対して大変不足していると思う

わからない 無回答
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（５）地域ケア会議・地域交流について 

１）地域ケア会議の開催の有無 

地域ケア会議の開催は、「あり」が 64.6％となっている。 

 

図表 3-117 地域ケア会議の開催の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）地域ケア会議の開催頻度 

地域ケア会議の開催がある場合の開催頻度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-118 地域ケア会議の開催頻度 

       （件） 

調査数 
年に 

１～２回 
年に 

３～４回 
年に 

５～６回 
年に 

７～８回 
年に 

９～10 回 
年に 

11 回以上 
無回答 

42 12 5 9 - 1 6 9 

 

 

 

 

３）会議参加の有無 

地域ケア会議への参加については、「参加あり」が 71.4％となっている。 

 

図表 3-119 会議参加の有無 

 

 

  

n （％）

全体 ( 65) 33.8 64.6 1.5

なし あり 無回答

n （％）

全体 ( 42) 71.4 28.6

参加あり 参加なし
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４）地域ケア会議の開催範囲 

地域ケア会議の開催範囲は、「市区町村全体」が 50.0％、「日常生活圏域」が 40.0％、「両方にあ

り」が 10.0％となっている。 

 

図表 3-120 地域ケア会議の開催範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）事業所における地域ケア会議への参加状況 

事業所における地域ケア会議への参加状況は、「市区町村全体」が 46.7％、「日常生活圏域」が

40.0％、「両方に参加」が 13.3％となっている。 

 

図表 3-121 事業所における地域ケア会議への参加状況 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 30) 50.0 40.0 10.0

市区町村全体 日常生活圏域 両方にあり

n （％）

全体 ( 30) 46.7 40.0 13.3

市区町村全体 日常生活圏域 両方に参加
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６）日常生活圏域での地域ケア会議全体の参加者（複数回答可） 

日常生活圏域での地域ケア会議全体の参加者は、「ケアマネジャー」が 100.0％で最も多く、次

いで「地域包括支援センター職員」が 93.8％、「理学療法士」が 81.3％となっている。「その他」

の内容には、介護福祉士、支援相談員、などがあがっている。 

図表 3-122 日常生活圏域での地域ケア会議全体の参加者（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７）事業所からの地域ケア会議参加者（複数回答可） 

日常生活圏域での地域ケア会議への事業所からの参加者は、「理学療法士」が 68.8％で最も多く、

次いで「作業療法士」(43.8％)、「介護職員」(25.0％)となっている。 

図表 3-123 事業所からの地域ケア会議参加者（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(16) (％)

ケアマネジャー

地域包括支援センター職員

理学療法士

作業療法士

管理栄養士

介護事業者の管理者

薬剤師

看護師

自治体職員

歯科衛生士

民生委員

言語聴覚士

医師

歯科医師

その他

参加者は不明

100.0

93.8

81.3

62.5

62.5

50.0

50.0

50.0

43.8

43.8

31.3

25.0

25.0

6.3

18.8

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

n=(16) (％)

理学療法士

作業療法士

介護職員

ケアマネジャー

看護師

言語聴覚士

医師

その他

68.8

43.8

25.0

18.8

12.5

6.3

-

6.3

0 10 20 30 40 50 60 70
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８）開催頻度 

日常生活圏域での地域ケア会議開催頻度は、「数か月に１回」が 37.5％で最も多く、次いで「不

定期」(18.8％)、「１か月に１回程度」「１年に１回」(各 12.5％)となっている。 

 

図表 3-124 開催頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９）地域ケア会議でのリハビリテーションに関する主な検討内容 

地域ケア会議でのリハビリテーションに関する主な検討内容は、「地域課題の検討(介護予防含

む)」が 37.5％で最も多く、次いで「多職種協働に向けた支援方針」(31.3％)、「個別事例の検討」

(25.0％)となっている。 

 

図表 3-125 地域ケア会議でのリハビリテーションに関する主な検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０）リハビリテーション会議をすることで地域ケア個別会議とみなした取り組みの有無 

リハビリテーション会議をすることで地域ケア個別会議とみなした取り組みについては、「あり」

が 12.5％となっている。 

 

図表 3-126 リハビリテーション会議をすることで地域ケア個別会議とみなした取り組みの有無 

 

 

 

 

 

 

n （％）

全体 ( 16) 12.5 37.5 6.3 12.5 18.8 12.5

１か月に１回程度 数か月に１回 半年に１回

１年に１回 不定期 わからない

n （％）

全体 ( 16) 37.5 31.3 6.3 25.0

地域課題の検討( 介護予防含む) 
多職種協働に向けた支援方針
他サービス事業所との連携
リハビリテーションにおけるアセスメント結果等の情報の共有
個別事例の検討
その他

n （％）

全体 ( 16) 12.5 87.5

あり なし
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１１）地域個別会議をすることでリハビリテーション会議とみなした取り組みの有無 

地域ケア個別会議をすることでリハビリテーション会議とみなした取り組みについては、「あり」

が 6.3％となっている。 

 

図表 3-127 地域個別会議をすることでリハビリテーション会議とみなした取り組みの有無 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 16) 6.3 93.8

あり なし
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（６）通いの場について 

１）通いの場での通所リハビリテーション開催の有無 

通いの場でのリハビリテーション開催については、「あり」が 4.6％となっている。 

 

図表 3-128 通いの場での通所リハビリテーション開催の有無 

  

 

 

 

 

 

 

 

２）地域の通いの場の開催回数 

通いの場でのリハビリテーション開催回数は、「週１回以上」が 33.3％、「年１回以上」が

66.7％となっている。 

 

図表 3-129 地域の通いの場の開催回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）通いの場等で訓練を実施した事例の有無 

通いの場等での訓練を実施した事例については、「あり」が 33.3％となっている。 

 

図表 3-130 通いの場等で訓練を実施した事例の有無 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 65) 4.6 95.4

あり なし

n （％）

全体 ( 3) 33.3 66.7

あり なし

n （％）

全体 ( 3) 33.3 66.7

週１回以上 月１回以上 ３月に１回以上 年１回以上 開催なし
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４）事業所自体で、市区町村から通いの場や短期集中サービスＣ受託の有無 

事業所自体で、市区町村から通いの場や短期集中サービスＣを受託した経験については、「あり」

が 33.3％となっている。 

 

図表 3-131 事業所自体で、市区町村から通いの場や短期集中サービスＣ受託の有無 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

５）職員の一般介護予防事業や地域ケア会議等市区町村事業への派遣の有無 

職員の一般介護予防事業(通いの場や地域リハ活動支援事業等)や地域ケア会議等市区町村事業

への派遣については、「あり」が 66.7％となっている。 

 

図表 3-132 職員の一般介護予防事業や地域ケア会議等市区町村事業への派遣の有無 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 3) 33.3 66.7

あり なし

n （％）

全体 ( 3) 66.7 33.3

あり なし
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（７）職種 

回答者の職種は、「理学療法士」が 41.5％で最も多く、次いで「介護職員」(13.8％)、「作業療

法士」(10.8％)となっている。「その他」の内容には、介護支援専門員、ケアマネジャー、などが

あがっている。 

 

図表 3-133 職種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(65) (％)

理学療法士

介護職員

作業療法士

相談員

看護師

医師

言語聴覚士

その他

無回答

41.5

13.8

10.8

9.2

7.7

4.6

-

9.2

3.1

0 10 20 30 40 50
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２．事業所の利用者の状況について 

（１）利用者の基本情報 

１）要介護度 

要介護度(８区分)は、「要介護１」が 28.6％で最も多く、次いで「要介護２」(27.7％)、「要支

援 2」(16.0％)となっている。 

 

図表 3-134 要介護度－８区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護度(３区分)では、「要支援１・２」が 23.5％、「要介護１・２」が 56.3％、「要介護３・

４・５」が 19.3％となっている。 

利用期間別にみると、使用期間が６か月未満の利用者と比べて、６か月以上利用している利用

者は「要介護 1.2」の割合が増加し、「要介護３・４・５」の割合が減少している。 

 

図表 3-135 要介護度－３区分：利用期間別 

 

 

 

 

  

n=(119) (％)

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

申請中

無回答

7.6

16.0

28.6

27.7

9.2

7.6

2.5

-

0.8

0 10 20 30

n （％）

全体 ( 119)

利用期間６か月未満 ( 32)

利用期間６か月以上 ( 83)

23.5

28.1

21.7

56.3

43.8

61.4

19.3

25.0

16.9

0.8

3.1

-

要支援１・２ 要介護１・２ 要介護３・４・５ 無回答
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２）障害高齢者の自立度 

障害高齢者の自立度(９区分)は、「Ａ２」が 21.0％で最も多く、次いで「Ｊ２」「Ａ１」(各

19.3％)となっている。 

 

図表 3-136 障害高齢者の自立度－９区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害高齢者の自立度(３区分)では、「自立、生活自立(Ｊ１・２)」が 36.1％、「準寝たきり(Ａ

１・２)」が 40.3％、「寝たきり(Ｂ・Ｃ)」が 13.4％となっている。 

利用期間別にみると、使用期間が６か月未満の利用者と比べて、６か月以上利用している利用

者は「準寝たきり(Ａ１・２)」の割合が減少し、「寝たきり(Ｂ・Ｃ)」の割合が増加している。 

 

図表 3-137 障害高齢者の自立度－３区分：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(119) (％)

自立

Ｊ１

Ｊ２

Ａ１

Ａ２

Ｂ１

Ｂ２

Ｃ１

Ｃ2

無回答

1.7

15.1

19.3

19.3

21.0

6.7

4.2

1.7

0.8

10.1

0 10 20 30

n （％）

全体 ( 119)

利用期間６か月未満 ( 32)

利用期間６か月以上 ( 83)

36.1

37.5

34.9

40.3

50.0

37.3

13.4

3.1

16.9

10.1

9.4

10.8

自立、生活自立（Ｊ１・２） 準寝たきり（Ａ１・２） 寝たきり（Ｂ・Ｃ） 無回答
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３）認知症日常生活自立度 

認知症日常生活自立度(８区分)は、「自立」が 28.6％で最も多く、次いで「Ⅰ」(21.8％)、「Ⅱ

ｂ」(14.3％)となっている。 

図表 3-138 認知症日常生活自立度－８区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症日常生活自立度(６区分)では、「自立」が 28.6％で最も多く、次いで「Ⅱa・b」(27.7％)、

「Ⅰ」(21.8％)となっている。 

介護度別にみると、要支援１・２では「自立」が最も多くなっているが、要介護１・２では

「Ⅱa・ｂ」が 38.8％、要介護３・４・５では「Ⅱa・b」と「Ⅲa・b」がともに 30.4％で最も多く

なっている。 

図表 3-139 認知症日常生活自立度－６区分：介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(119) (％)

自立

Ⅰ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

Ｍ

無回答

28.6

21.8

13.4

14.3

10.1

1.7

-

-

10.1

0 10 20 30

(％)

自立

Ⅰ

Ⅱａ・ｂ

Ⅲａ・ｂ

Ⅳ

Ｍ

無回答

28.6

21.8

27.7

11.8

-

-

10.1

42.9

35.7

-

3.6

-

-

17.9

26.9

19.4

38.8

9.0

-

-

6.0

17.4

8.7

30.4

30.4

-

-

13.0

0 10 20 30 40 50

全 体（119）

要支援１・２（28）

要介護１・２（67）

要介護３・４・５（23）
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利用期間別にみると、利用期間が６か月未満の利用者は「自立」が 43.8％で最も多く、利用期

間が６か月以上の利用者は「Ⅱa・b」が 33.7％で最も多くなっている。 

 

図表 3-140 認知症日常生活自立度－６区分：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

自立

Ⅰ

Ⅱａ・ｂ

Ⅲａ・ｂ

Ⅳ

Ｍ

無回答

28.6

21.8

27.7

11.8

-

-

10.1

43.8

18.8

15.6

12.5

-

-

9.4

22.9

21.7

33.7

10.8

-

-

10.8

0 10 20 30 40 50

全 体（119）

利用期間６か月未満（32）

利用期間６か月以上（83）
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４）利用者の年齢 

利用者の年齢(６区分)は、「85～89 歳」が 26.1％で最も多く、次いで「80～84 歳」(21.0％)、

「65～74歳」(18.5％)となっている。 

 

図表 3-141 利用者の年齢－６区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の年齢(４区分)では、「85歳以上」が42.0％で最も多く、次いで「75～84歳」(34.5％)、

「65～74歳」(18.5％)となっている。 

 

 

図表 3-142 利用者の年齢－４区分 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 119) 5.0 18.5 13.4 21.0 26.1 16.0

４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５～７９歳

８０～８４歳 ８５～８９歳 ９０歳以上

n （％）

全体 ( 119) 5.0 18.5 34.5 42.0

４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５～８４歳 ８５歳以上
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５）利用者の住所または居所 

利用者の住所または居所(５区分)は、「自宅」が 93.3％、「サービス付高齢者住宅」が 2.5％、

「住宅型有料老人ホーム」が 1.7％などとなっている。「その他」の内容にはケアハウス、があ

がっている。 

 

図表 3-143 利用者の住所または居所－５区分 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の住所または居所(２区分)では、「自宅」が 93.3％、「自宅以外」が 6.7％となっている。 

 

 

図表 3-144 利用者の住所または居所－２区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）利用期間 

利用者の利用期間は、「６か月未満」が 26.9％、「６か月以上」が 69.7％となっている。 

 

図表 3-145 利用期間 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 119) 26.9 69.7 3.4

利用期間６か月未満 利用期間６か月以上 無回答

n （％）

全体 ( 119) 93.3 6.7

自宅 自宅以外

n （％）

全体 ( 119) 93.3 1.7
0.8

2.5 1.7

自宅 住宅型有料老人ホーム 介護付有料老人ホーム

サービス付高齢者住宅 その他



調査結果 通所リハビリテーション事業所 

86 

（２）利用者情報 

１）訪問リハビリテーションとの併用 

訪問リハビリテーションとの併用については、「はい」が 3.4％となっている。 

介護度別にみると、「はい」は介護度に関わらず 5％未満となっている。 

 

図表 3-146 訪問リハビリテーションとの併用：介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 119)

要支援１・２ ( 28)

要介護１・２ ( 67)

要介護３・４・５ ( 23)

3.4

4.5

4.3

96.6

100.0

95.5

95.7

はい いいえ



調査結果 通所リハビリテーション事業所 

87 

２）通所リハビリテーションの主なサービス提供時間 

通所リハビリテーションの主なサービス提供時間は、「６～７時間」が 53.8％で最も多く、次い

で「１時間以上～２時間未満」が 16.0％、「５～６時間」が 7.6％となっている。 

介護度別にみても「６～７時間」が最も多くなっている。 

 

図表 3-147 通所リハビリテーションの主なサービス提供時間：介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

１時間以上～２時間未満

２～３時間

３～４時間

４～５時間

５～６時間

６～７時間

７～８時間

８時間以上

無回答

16.0

6.7

6.7

3.4

7.6

53.8

5.9

-

-

32.1

3.6

10.7

7.1

7.1

39.3

-

-

-

10.4

10.4

6.0

1.5

7.5

58.2

6.0

-

-

13.0

-

4.3

4.3

4.3

60.9

13.0

-

-

0 10 20 30 40 50 60 70

全 体（119）

要支援１・２（28）

要介護１・２（67）

要介護３・４・５（23）
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利用期間別にみると、利用期間に関わらず「６～７時間」が最も多いが、利用期間６か月未満

が 37.5％に対して利用期間６か月以上では 59.0％と 21.5ポイント多くなっている。 

 

図表 3-148 通所リハビリテーションの主なサービス提供時間：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

１時間以上～２時間未満

２～３時間

３～４時間

４～５時間

５～６時間

６～７時間

７～８時間

８時間以上

無回答

16.0

6.7

6.7

3.4

7.6

53.8

5.9

-

-

21.9

6.3

6.3

12.5

12.5

37.5

3.1

-

-

13.3

7.2

7.2

-

6.0

59.0

7.2

-

-

0 10 20 30 40 50 60 70

全 体（119）

利用期間６か月未満（32）

利用期間６か月以上（83）
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３）リハビリテーションが必要となった原因の傷病名 

リハビリテーションが必要となった原因の傷病名は、「脳卒中」が 24.4％で最も多く、次いで

「関節症・骨粗鬆症」(17.6％)、「骨折」(16.8％)となっている。「その他」の内容には、運動器

不安定症、急性硬膜下血腫、脳梗塞後遺症（構音障害軽度）・慢性心不全・腰椎圧迫骨折、などが

あがっている。 

 

図表 3-149 リハビリテーションが必要となった原因の傷病名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(119) (％)

脳卒中

関節症・骨粗鬆症

骨折

認知症

脊椎・脊髄疾患

高血圧

心不全

パーキンソン病

進行性の神経疾患

廃用症候群

呼吸不全

腎不全

肺炎

悪性新生物

糖尿病

関節リウマチ

うつ病

その他

24.4

17.6

16.8

9.2

7.6

4.2

4.2

2.5

2.5

2.5

1.7

0.8

0.8

0.8

-

-

-

4.2

0 10 20 30
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利用期間別にみると、利用期間６か月未満では「骨折」と「認知症」がそれぞれ 18.8％、

15.6％と多く、「脳卒中」は 9.4％と少ない。一方で利用期間６か月以上では「脳卒中」が 27.7％

で最も多く、「認知症」は 7.2％と少なくなっている。 

図表 3-150 リハビリテーションが必要となった原因の傷病名：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

脳卒中

関節症・骨粗鬆症

骨折

認知症

脊椎・脊髄疾患

高血圧

心不全

パーキンソン病

進行性の神経疾患

廃用症候群

呼吸不全

腎不全

肺炎

悪性新生物

糖尿病

関節リウマチ

うつ病

その他

24.4

17.6

16.8

9.2

7.6

4.2

4.2

2.5

2.5

2.5

1.7

0.8

0.8

0.8

-

-

-

4.2

9.4

15.6

18.8

15.6

6.3

-

6.3

-

6.3

-

3.1

3.1

-

3.1

-

-

-

12.5

27.7

18.1

16.9

7.2

8.4

6.0

3.6

3.6

1.2

3.6

1.2

-

1.2

-

-

-

-

1.2

0 10 20 30

全 体（96）

利用期間６か月未満（32）

利用期間６か月以上（83）
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４）併用している主なサービス（複数回答可） 

通所リハビリテーション以外に併用している主なサービスは、「福祉用具」が 47.1％で最も多く、

次いで「訪問介護」(19.3％)、「通所介護」(17.6％)となっている。「その他」の内容には、短期

入所生活介護、配食サービス、などがあがっている。 

 

図表 3-151 併用している主なサービス（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）通所リハビリが行われるきっかけ 

通所リハビリが行われるきかっけは、「病院や診療所からの退院や紹介による」が 41.2％で最も

多く、次いで「ケアマネからの提案」(31.1％)、「家族の意向」(16.0％)となっている。 

 

図表 3-152 通所リハビリが行われるきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(119) (％)

福祉用具

訪問介護

通所介護

訪問看護

その他

併用しているサービスはない

47.1

19.3

17.6

9.2

6.7

33.6

0 10 20 30 40 50

n=(119) (％)

病院や診療所からの退院や紹介による

ケアマネからの提案

家族の意向

利用者の意向

地域包括支援センターからの助言

訪問からの移行

その他

41.2

31.1

16.0

6.7

2.5

2.5

-

0 10 20 30 40 50
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６）直近１か月の利用者のおよその外来診療の通院頻度 

直近１か月の利用者のおよその外来診療の通院頻度は、「１か月に１回程度」が 50.4％で最も多

く、次いで「１週間に１回以上」(14.3％)、「２週間に１回程度」(9.2％)となっている。「その他」

の内容には、３ケ月に１回程度、往診を受けている、があがっている。 

 

図表 3-153 直近１か月の利用者のおよその外来新緑の通院頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７）直近１か月の利用者のおよその通いの場への参加頻度 

直近１か月の利用者のおよその通いの場への参加頻度は、「１週間に１回以上」が 10.1％、「２

週間に１回程度」が 2.5％、「１か月に１回程度」が 3.4％となっている。 

図表 3-154 直近１か月の利用者のおよその通いの場への参加頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(119) (％)

１週間に１回以上

２週間に１回程度

１か月に１回程度

２か月に１回程度

通院なし

その他

不明

無回答

14.3

9.2

50.4

8.4

4.2

3.4

9.2

0.8

0 10 20 30 40 50 60

n=(119) (％)

１週間に１回以上

２週間に１回程度

１か月に１回程度

２か月に１回程度

利用なし

その他

不明

無回答

10.1

2.5

3.4

-

76.5

-

6.7

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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８）利用者が受けている医療的処置・ケア等（複数回答可） 

利用者が受けている医療的処置・ケア等は、「服薬管理」が 37.0％、「自己導尿のケア」が 1.7％、

「褥瘡等創傷のケア」が 0.8％となっている。「その他」の内容には、軟膏塗布、バイタルサイン

測定、があがっている。 

図表 3-155 利用者が受けている医療的処置・ケア等（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９）リハビリ計画で重点を置いている課題領域 

リハビリ計画で重点を置いている課題領域は、「歩行・移動」が 84.0％で最も多く、次いで「コ

ミュニケーション」(4.2％)、「入浴・清潔」(3.4％)となっている。 

図表 3-156 リハビリ計画で重点を置いている課題領域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(119) (％)

歩行･ 移動

コミュニケーション

入浴・清潔

姿勢保持

移乗

排泄

更衣

摂食

更衣・整容

無回答

84.0

4.2

3.4

2.5

2.5

2.5

-

-

-

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

n=(119) (％)

服薬管理

自己導尿のケア

褥瘡等創傷のケア

気道内吸引

中心静脈栄養

経管栄養

人工肛門・膀胱ケア

浣腸・摘便

その他

なし

無回答

37.0

1.7

0.8

-

-

-

-

-

1.7

58.0

3.4

0 10 20 30 40 50 60
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１０）ＢＩの変化 

利用開始時と調査時点のＢＩ（Bathel index）の変化をみると、「増加」が 25.2％、「変化なし」

が 39.5％、「減少」が 12.6％となっている。 

利用期間別にみると、利用６か月未満のＢＩの変化は、「増加」が 12.5％、「変化なし」が

68.8％、「減少」が 3.1％であるのに対し、利用６か月以上では「増加」が 31.3％、「変化なし」が

28.9％、「減少」が 15.7％となっている。 

 

図表 3-157 ＢＩの変化：利用期間別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護度別にみると、介護度が高くなるにつれて「増加」の割合が多くなる傾向がみられる。 

 

 

図表 3-158 ＢＩの変化：介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 119)

利用６か月未満 ( 32)

利用６か月以上 ( 83)

25.2

12.5

31.3

39.5

68.8

28.9

12.6

3.1

15.7

22.7

15.6

24.1

増加 変化なし 減少 無回答

n （％）

全  体 ( 119)

要支援１・２ ( 28)

要介護１・２ ( 67)

要介護３・４・５ ( 23)

25.2

17.9

25.4

34.8

39.5

50.0

35.8

34.8

12.6

7.1

17.9

4.3

22.7

25.0

20.9

26.1

増加 変化なし 減少 無回答
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障害高齢者の自立度別にみると、自立、生活自立（J１・２）では「変化なし」が 48.8％で最も

多くなっている。準寝たきり（Ａ１・２）では「増加」が 18.8％と少なくなり、「減少」が 20.8％

と多くなっている。寝たきり（Ｂ・Ｃ）では「増加」が 37.5％と多くなっている。 

 

図表 3-159 ＢＩの変化：障害高齢者の自立度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所調査の設問である、リハビリテーション職同士の連携状況にみると、同一法人、同一施

設の連携が可能である事業所では、「変化なし」が 46.5％と多くなっている。 

 

図表 3-160 ＢＩの変化：リハビリテーション職同士の連携状況別（事業所調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全  体 ( 119)

自立、生活自立（Ｊ１・２） ( 43)

準寝たきり（Ａ１・２） ( 48)

寝たきり（Ｂ・Ｃ） ( 16)

25.2

27.9

18.8

37.5

39.5

48.8

31.3

37.5

12.6

7.0

20.8

22.7

16.3

29.2

25.0

増加 変化なし 減少 無回答

n （％）

全  体 ( 119)

同一法人、同一施設の

連携が可能
( 71)

同一法人、別施設または

事業所などでの連携が可能
( 24)

別法人同士の連携が可能 ( 4)

地域に連携する

リハビリテーション職種がいない
( 2)

わからない ( 16)

25.2

28.2

25.0

25.0

50.0

12.5

39.5

46.5

25.0

50.0

37.5

12.6

8.5

16.7

25.0

50.0

18.8

22.7

16.9

33.3

31.3

増加 変化なし 減少 無回答
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３．事業所を利用している本人または家族の状況について 

（１）記入者 

記入者は、「本人」が 67.9％、「家族」が 16.0％、「その他」が 11.3％となっている。 

 

図表 3-161 記入者 

 

 

 

 

 

 

 

（２）利用者について 

１）年齢 

利用者の年齢(６区分)は、「85～89 歳」が 25.5％で最も多く、次いで「65～74 歳」(19.8％)、

「80～84歳」(17.0％)となっている。 

 

図表 3-162 年齢－６区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の年齢(４区分)では、「85歳以上」が40.6％で最も多く、次いで「75～84歳」(32.1％)、

「65～74歳」(19.8％)となっている。 

図表 3-163 年齢－４区分 

 

 

  

n （％）

全体 ( 106) 67.9 16.0 11.3 4.7

本人 家族 その他 無回答

n=(106) (％)

４０～６４歳

６５～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０歳以上

無回答

6.6

19.8

15.1

17.0

25.5

15.1

0.9

0 10 20 30

n （％）

全体 ( 106) 6.6 19.8 32.1 40.6 0.9

４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５～８４歳 ８５歳以上 無回答
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２）性別 

利用者の性別は、「男性」が 38.7％、「女性」が 53.8％となっている。 

図表 3-164 性別 

 

 

 

 

 

 

 

３）要介護度 

利用者の要介護度(７区分)は、「要介護２」が 26.4％で最も多く、次いで「要支援２」「要介護

１」が各 22.6％となっている。 

 

図表 3-165 要介護度－７区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の要介護度(３区分)では、「要支援１・２」が 30.2％、「要介護１・２」が 49.1％、「要介

護３・４・５」が 18.9％となっている。 

 

図表 3-166 要介護度－３区分 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 106) 38.7 53.8 7.5

男性 女性 無回答

n （％）

全体 ( 106) 30.2 49.1 18.9 1.9

要支援１・２ 要介護１・２ 要介護３・４・５ 無回答

n=(106) (％)

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

無回答

7.5

22.6

22.6

26.4

12.3

3.8

2.8

1.9

0 10 20 30
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４）健康状態 

利用者の健康状態は、「健康である」(15.1％)と「どちらかというと健康である」(44.3％)の合

計が 59.4％、「どちらかというと健康ではない」(26.4％)と「健康ではない」(12.3％)の合計が

38.7％となっている。 

リハビリテーションの効果別にみると、効果があったと回答した利用者は「健康である」

(18.0％)と「どちらかというと健康である」(44.3％)の合計が 62.3％と多いが、どちらかという

と効果があったと回答した利用者は「健康である」(11.1％)と「どちらかというと健康である」

(44.4％)の合計が 55.5％、「どちらかというと健康ではない」(27.8％)と「健康ではない」

(13.9％)の合計が 41.7％と差が小さくなっている。 

 

図表 3-167 健康状態：リハビリテーションの効果別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 106)

効果があった ( 61)

どちらかというと効果があった ( 36)

あまり効果を感じられない ( 4)

効果を感じられない (　　　0)

わからない ( 4)

15.1

18.0

11.1

25.0

44.3

44.3

44.4

75.0

25.0

26.4

27.9

27.8

25.0

12.3

9.8

13.9

25.0

25.0

1.9

2.8

健康である どちらかというと健康である
どちらかというと健康ではない 健康ではない
無回答
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５）幸福度 

利用者の幸福度は、「５点」が 18.9％、「７点」が 21.7％、「８点」が 25.5％、「10点」が 17.0％

で、平均 7.1点となっている。 

図表 3-168 幸福度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リハビリテーションの効果別にみると、効果があったと回答した利用者の幸福度は、「８点」が

26.2％で最も多く、次いで「７点」が 23.0％となっている。 

どちらかというと効果があったと回答した利用者の幸福度は、同様に「８点」が 27.8％で最も

多いが、次いで「５点」が 22.2％となっている。 

図表 3-169 幸福度：リハビリテーションの効果別 

          （上段：件、下段：％） 
 

調
査
数 

０
点 

１
点 

２
点 

３
点 

４
点 

５
点 

６
点 

７
点 

８
点 

９
点 

１
０
点 

無
回
答 

全 体 
106 3 - 1 - - 20 8 23 27 4 18 2 

100.0 2.8 - 0.9 - - 18.9 7.5 21.7 25.5 3.8 17.0 1.9 

効果があった 
61 2 - - - - 10 4 14 16 3 12 - 

100.0 3.3 - - - - 16.4 6.6 23.0 26.2 4.9 19.7 - 

どちらかとい
うと 
効果があった 

36 1 - 1 - - 8 3 7 10 1 5 - 

100.0 2.8 - 2.8 - - 22.2 8.3 19.4 27.8 2.8 13.9 - 

あまり効果を 
感じられない 

4 - - - - - 1 1 - 1 - 1 - 

100.0 - - - - - 25.0 25.0 - 25.0 - 25.0 - 

効果を 
感じられない 

- - - - - - - - - - - - - 

- - - - - - - - - - - - - 

わからない 
4 - - - - - 1 - 2 - - - 1 

100.0 - - - - - 25.0 - 50.0 - - - 25.0 

n=(106) (％)

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

１０点

無回答 平均：7.1点

2.8

-

0.9

-

-

18.9

7.5

21.7

25.5

3.8

17.0

1.9

0 10 20 30
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６）リハビリテーションの効果 

介護保険サービスを利用して受けているリハビリテーションの効果については、「効果があった」

(57.5％)と「どちらかというと効果があった」(34.0％)の合計が 91.5％を占めている。 

 

図表 3-170 リハビリテーションの効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護度別にみると、要支援１・２と要支援１・２では「効果があった」がそれぞれ 59.4％、

69.2％で最も多くなっている。要介護３・４・５では「どちらかというと効果があった」が

65.0％で最も多くなっている。 

 

図表 3-171 リハビリテーションの効果：要介護度別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(106) (％)

効果があった

どちらかというと効果があった

あまり効果を感じられない

効果を感じられない

わからない

無回答

57.5

34.0

3.8

-

3.8

0.9

0 10 20 30 40 50 60 70

(％)

効果があった

どちらかというと効果があった

あまり効果を感じられない

効果を感じられない

わからない

無回答

57.5

34.0

3.8

-

3.8

0.9

59.4

28.1

9.4

-

3.1

-

69.2

26.9

1.9

-

1.9

-

25.0

65.0

-

-

10.0

-

0 20 40 60 80

全 体（106）

要支援１・２（32）

要介護１・２（52）

要介護３・４・５（20）
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事業所調査の設問である、リハビリテーション職同士の連携状況にみると、同一法人、同一施

設の連携が可能である事業所及び同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能である事業

所では、「効果があった」と「どちらかといえば効果があった」の合計が 9割を超えている。 

 

図表 3-172 リハビリテーションの効果：リハビリテーション職同士の連携状況別（事業所調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

効果があった＋
どちらかといえば効果があった

あまり効果を感じられない＋
効果を感じられない

無回答

92.2

3.9

3.9

92.4

4.5

3.0

100.0

-

-

75.0

25.0

-

50.0

0.0

50.0

90.0

-

10.0

0 20 40 60 80 100

全 体（103）

同一法人、同一施設の連携が可能(66)

同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能(19)

別法人同士の連携が可能(4)

地域に連携するリハビリテーション職種がいない(2)

わからない(10)
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７）リハビリテーション効果の理由 

リハビリテーションの効果について「効果があった」または「どちらかというと効果があった」

と回答した理由は、「リハビリを始める前にできなかったことが、できるようになった」が 43.3％

で最も多く、次いで「体力がついたと感じられる」が 19.6％、「日常生活が過ごしやすくなった」

が 17.5％となっている。「その他」の内容には、現状維持の為、痛みを極小に抑えられている、体

が安定している、などがあがっている。 

 

図表 3-173 リハビリテーション効果の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護度別にみると、介護度に関わらず「リハビリを始める前にできなかったことが、できる

ようになった」が 43.3%と最も多い。「体力がついたと感じられる」は要支援１・２と要介護１・

２はそれぞれ 14.3％、16.0％に対して要介護３・４・５では 33.3％と多くなっている。 

 

図表 3-174 リハビリテーション効果の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(％)

リハビリを始める前にできなかったことが、
できるようになった

体力がついたと感じられる

元気になった。活発になった

日常生活が過ごしやすくなった

その他

無回答

43.3

19.6

13.4

17.5

3.1

3.1

50.0

14.3

14.3

14.3

3.6

3.6

42.0

16.0

18.0

20.0

2.0

2.0

38.9

33.3

-

16.7

5.6

5.6

0 20 40 60

全 体（97）

要支援１・２（28）

要介護１・２（50）

要介護３・４・５（18）

n=(97) (％)

リハビリを始める前にできなかったことが、

できるようになった

体力がついたと感じられる

元気になった。活発になった

日常生活が過ごしやすくなった

その他

無回答

43.3

19.6

13.4

17.5

3.1

3.1

0 10 20 30 40 50
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８）リハビリテーションのサービスへの納得度 

現在受けているリハビリテーションへの納得度は、「納得している」(67.9％)と「どちらかとい

うと納得している」(26.4％)の合計で 94.3％となっている。 

 

図表 3-175 リハビリテーションのサービスへの納得度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９）リハビリテーションのサービス評価の理由 

現在受けているリハビリテーションについて「納得していない」と回答した理由は、回答者 2件

とも「リハビリの量・時間が少ない」となっている。 

 

 

 

n （％）

全体 ( 106)

効果があった ( 61)

どちらかというと効果があった ( 36)

あまり効果を感じられない ( 4)

効果を感じられない (　　　0)

わからない ( 4)

67.9

83.6

55.6

25.0

26.4

14.8

41.7

50.0

50.0

1.9

1.6

2.8

3.8

25.0

50.0

納得している どちらかというと納得している

あまり納得していない 納得していない

無回答
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Ⅲ．介護老人保健施設調査結果 

１．施設の基本情報について 

（１）基本情報 

１）所在地 

回答施設の所在地は、「三重県」が４件で最も多く、次いで「愛知県」(３件)となっている。 

※回答施設が０件の県は表示していない。 

 

図表 3-176 所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(34) (件)

三重県

愛知県

埼玉県

新潟県

静岡県

大阪府

熊本県

青森県

秋田県

茨城県

千葉県

東京都

石川県

長野県

岐阜県

京都府

兵庫県

島根県

広島県

山口県

愛媛県

大分県

沖縄県

無回答

4

3

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

0 2 4 6
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２）法人種別 

法人種別は、「医療法人」が 67.6％で最も多く、次いで「社会福祉法人」(17.6％)、「公立(都道

府県・市区町村)」「公的(日赤、済生会、厚生連等)」(各 5.9％)となっている。 

 

図表 3-177 法人種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）併設している主な機能（複数回答可） 

併設している主な機能は、「通所リハビリテーション」が 79.4％で最も多く、次いで「病院」

「訪問リハビリテーション」(各 26.5％)となっている。 

 

図表 3-178 併設している主な機能（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(34) (％)

通所リハビリテーション

病院

訪問リハビリテーション

診療所

介護保険施設

（特養、介護医療院その他）

訪問看護ステーション

高齢者住まい

（サ高住、有料老人ホーム等）

79.4

26.5

26.5

23.5

23.5

14.7

5.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

n （％）

全体 ( 34) 5.9 5.9 17.6 67.6 2.9

公立（都道府県・市区町村） 公的（日赤、済生会、厚生連等）

社会福祉法人 医療法人

その他
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４）施設のリハビリテーション職の人員体制／常勤 

施設のリハビリテーション職の人員体制の状況は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-179 施設のリハビリテーション職の人員体制／常勤 

      （件） 

 調査数 ０人 １人 ２人 ３人以上 無回答 

理学療法士 34 2 11 6 14 1 

作業療法士 34 7 10 9 6 2 

言語聴覚士 34 17 7 1 - 9 

 

 

図表 3-180 施設のリハビリテーション職の人員体制／非常勤 

      （件） 

 調査数 ０人 １人 ２人 ３人以上 無回答 

理学療法士 34 19 4 - 2 9 

作業療法士 34 19 6 1 - 8 

言語聴覚士 34 22 1 - - 11 

 

 

 

 

 

５）令和２年１月の１日平均利用人数 

令和２年１月の１日平均入所人数の状況は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-181 令和２年１月の１日平均利用人数 

      （件） 

調査数 ０～30 人 31～50 人 51～100 人 101～150 人 151 人以上 無回答 

34 2 3 25 2 1 1 
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６）入所利用者の要介護度 

入所利用者の要介護度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-182 入所利用者の要介護度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

要介護１ 34 - 5 9 19 - 1 

要介護２ 34 - - 6 16 11 1 

要介護３ 34 - - 3 10 20 1 

要介護４ 34 - 2 1 12 18 1 

要介護５ 34 - 4 9 11 9 1 

申請中 34 26 6 1 - - 1 

合計 34 - - - - 33 1 

 

 

 

 

７）障害高齢者の自立度 

障害高齢者の自立度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-183 障害高齢者の自立度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

自立 34 20 2 - - - 12 

Ｊ１ 34 16 6 - - - 12 

Ｊ２ 34 10 13 - - - 11 

Ａ１ 34 1 8 10 6 1 8 

Ａ２ 34 - - 7 10 9 8 

Ｂ１ 34 - - 2 11 13 8 

Ｂ２ 34 - - 1 7 18 8 

Ｃ１ 34 4 11 5 3 1 10 

Ｃ２ 34 1 11 9 2 2 9 
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８）認知症高齢者の日常生活自立度 

認知症高齢者の日常生活自立度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-184 認知症高齢者の日常生活自立度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

自立 34 8 10 5 - - 11 

Ⅰ 34 1 6 11 5 1 10 

Ⅱａ 34 - 7 7 9 3 8 

Ⅱｂ 34 - - 4 11 11 8 

Ⅲａ 34 - - 3 8 15 8 

Ⅲｂ 34 - 11 10 3 2 8 

Ⅳ 34 1 12 3 8 2 8 

Ｍ 34 13 7 1 1 1 11 

 

 

９）年齢分布 

入所利用者の年齢分布は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-185 年齢分布 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

４０～６４歳 34 14 19 - - - 1 

６５～７４歳 34 2 20 9 1 1 1 

７５～７９歳 34 1 9 16 7 - 1 

８０～８４歳 34 - 1 7 19 6 1 

８５～８９歳 34 - - 2 11 20 1 

９０歳以上 34 - - 1 5 27 1 

 

 

 

１０）保険者別 

入所利用者の介護保険の保険者と施設の所在地の関係別の利用者数は、以下の通りとなってい

る。 

図表 3-186 保険者別 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

施設と同保者内 34 1 - 2 5 24 2 

保険者外かつ同県内 34 3 10 14 4 1 2 

他県 34 20 10 2 - - 2 
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２．リハビリテーション職同士の連携状況 

１）リハビリテーション職同士の連携について（複数回答可） 

リハビリテーション職同士の連携については、「職員の兼務」が 44.1％で最も多く、次いで「他

のリハビリテーション職と合同で利用者の会議を実施」(35.3％)、「リハビリテーション職を他の

事業所に派遣し、リハビリテーションを実施」(29.4％)となっている。 

 

図表 3-187 リハビリテーション職同士の連携について（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）リハビリテーション職同士の連携状況について 

リハビリテーション職同士の連携状況については、「同一法人、同一施設の連携が可能」が

55.9％で最も多く、次いで「同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能」(26.5％)、「別

法人同士の連携が可能」(8.8％)となっている。 

 

図表 3-188 リハビリテーション職同士の連携状況について 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(34) (％)

職員の兼務

他のリハビリテーション職と合同で利用者
の会議を実施

リハビリテーション職を他の事業所に派遣

し、リハビリテーションを実施

リハビリテーション職を他の事業所に派遣
し、リハビリテーション実施計画書を作成

その他

特になし

44.1

35.3

29.4

17.6

-

29.4

0 10 20 30 40 50

n （％）

全体 ( 34) 55.9 26.5 8.8 8.8

同一法人、同一施設の連携が可能 同一法人、別施設または事業所などでの連携が可能

別法人同士の連携が可能 地域に連携するリハビリテーション職種がいない

わからない
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３）主な連携頻度（複数回答可） 

リハビリテーション職同士の主な連携頻度は、「必要時」が 74.2％で最も多く、次いで「担当者

会議の開催に合わせて」(32.3％)、「定期的」(29.0％)となっている。 

 

図表 3-189 主な連携頻度（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）連携の為に行っている事（複数回答可） 

リハビリテーション職同士の連携の為に行っている事は、「ケアマネジャーを通して情報を共有」

が 45.2％で最も多く、次いで「担当者会議の開催」「利用毎に報告書を共有」(各 35.5％)となって

いる。「その他」の内容には、口頭にて情報共有、会議の実施、情報共有ソフトの活用、などがあ

がっている。 

 

図表 3-190 連携の為に行っている事（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

  

  

n=(31) (％)

ケアマネジャーを通して情報を共有

担当者会議の開催

利用毎に報告書を共有

連絡ノートの活用

その他

45.2

35.5

35.5

12.9

22.6

0 10 20 30 40 50

n=(31) (％)

必要時

担当者会議の開催に合わせて

定期的

利用者の状態変化時

サービス利用毎

無回答

74.2

32.3

29.0

25.8

22.6

6.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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５）共有する情報（複数回答可） 

リハビリテーション職同士が共有する情報は、「利用者の状態像や、ＡＤＬについて」が 93.5％

で最も多く、次いで「生活状況」「リハビリテーション目標について」(各 74.2％)となっている。

「その他」の内容には、実施内容（同職種）、があがっている。 

図表 3-191 共有する情報（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）施設における利用者の状態やＡＤＬ評価方法（複数回答可） 

施設における利用者の状態やＡＤＬ評価方法については、「Barthel Index(BI)」が 48.4％で最も

多く、次いで「Functional Independence Measure(FIM)」(25.8％)、「手段的日常生活動作

(IADL)」(19.4％)となっている。「その他」の内容には、動作分析、包括的自立支援プログラム、

ＨＤＳ－Ｒ、ＭＭＳＥ、ＴＵＧ、があがっている。 

 

図表 3-192 施設における利用者の状態やＡＤＬ評価方法（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(31) (％)

利用者の状態像や、ＡＤＬについて

生活状況

リハビリテーション目標について

サービスの利用状況

介助の助言

会議等の報告

その他

無回答

93.5

74.2

74.2

58.1

51.6

45.2

3.2

3.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

n=(31) (％)

Ｂａｒｔｈｅｌ　Ｉｎｄｅｘ（ＢＩ）

Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｃｅ
Ｍｅａｓｕｒｅ（ＦＩＭ）

手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）

ＩＣＦ　ステージング

事業所独自の評価

その他

無回答

48.4

25.8

19.4

16.1

16.1

9.7

3.2

0 10 20 30 40 50
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７）連携している理由（複数回答可） 

リハビリテーション職同士が連携している理由は、「利用者のサービス向上につながるため」が

83.9％で最も多く、次いで「専門的な視点を踏まえリハビリテーション実施計画を作成できるた

め」(61.3％)、「リハビリテーション職員等の教育につながるため」(25.8％)となっている。「そ

の他」の内容には、同一法人内での利用者の転院、転所があった際や人員不足時、人員上の都合、

があがっている。 

 

図表 3-193 連携している理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

８）職種間や施設間連携を継続する上での課題 

リハビリテーションの職種間や施設間連携を継続する上での課題は、「職員が忙しく共同でアセ

スメントや計画等を見直すための時間が取れない」が 61.3％を占め、「貴施設の職員に連携の必要

性を理解していただくことが難しい」が 9.7％、「その他」が 16.1％となっている。「その他」の内

容には、職員毎に知識や経験の差がある、職種毎に課題・アプローチ方法へのこだわりが強く、

全体的に利用者を見ることが出来ない、などがあがっている。 

 

図表 3-194 職種間や施設間連携を継続する上での課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 31) 9.7 61.3 16.1 9.7 3.2

貴施設の職員に連携の必要性を理解していただくことが難しい
職員が忙しく共同でアセスメントや計画等を見直すための時間が取れない
貴施設として採算が取れない
その他
課題はない
無回答

n=(31) (％)

利用者のサービス向上につながるため

専門的な視点を踏まえリハビリテーショ

ン実施計画を作成できるため

リハビリテーション職員等の教育につな

がるため

利用者が増える等の経営上のメリットが

あるため

その他

83.9

61.3

25.8

9.7

9.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
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（３）施設の属する日常生活圏域について 

１）地域にリハビリテーション資源が無いため、導入できなかった経験 

今まで、利用者にサービスを導入したくても、地域リハビリテーション資源が無いため、導入

できなかった事については、「ある」が 17.6％となっている。 

図表 3-195 地域にリハビリテーション資源が無いため、導入できなかった経験 

  

 

 

 

 

 

 

２）日常生活圏域における通所リハビリテーションの地域資源について 

日常生活圏における通所リハビリテーションの地域資源については、「利用者に対して大変充足

していると思う」(11.8％)と「利用者に対して充足していると思う」(52.9％)の合計が 64.7％で、

「利用者に対して不足していると思う」(14.7％)と「利用者に対して大変不足していると思う」

(5.9％)の合計(20.6％)を上回っている。 

図表 3-196 日常生活圏域における通所リハビリテーションの地域資源について 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）日常生活圏域における訪問リハビリテーションの地域資源について 

日常生活圏における訪問リハビリテーションの地域資源については、「利用者に対して大変充足

していると思う」(5.9％)と「利用者に対して充足していると思う」(29.4％)の合計が 35.3％で、

「利用者に対して不足していると思う」(35.3％)と「利用者に対して大変不足していると思う」

(17.6％)の合計(52.9％)を下回っている。 

図表 3-197 日常生活圏域における訪問リハビリテーションの地域資源について 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 34) 17.6 82.4

ある ない

n （％）

全体 ( 34) 11.8 52.9 14.7 5.9 14.7

利用者に対して大変充足していると思う 利用者に対して充足していると思う

利用者に対して不足していると思う 利用者に対して大変不足していると思う

わからない

n （％）

全体 ( 34) 5.9 29.4 35.3 17.6 11.8

利用者に対して大変充足していると思う 利用者に対して充足していると思う

利用者に対して不足していると思う 利用者に対して大変不足していると思う

わからない
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（４）地域ケア会議・地域交流について 

１）地域ケア会議の開催の有無 

地域ケア会議の開催は、「あり」が 41.2％となっている。 

 

図表 3-198 地域ケア会議の開催の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）地域ケア会議の開催頻度 

地域ケア会議の開催がある場合の開催頻度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-199 地域ケア会議の開催頻度 

       （件） 

調査数 
年に 

１～２回 
年に 

３～４回 
年に 

５～６回 
年に 

７～８回 
年に 

９～10 回 
年に 

11 回以上 
無回答 

20 7 1 2 - 1 7 2 

 

 

 

３）会議参加の有無 

地域ケア会議への参加については、「参加あり」が 65.0％となっている。 

 

図表 3-200 会議参加の有無 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 34) 41.2 58.8

なし あり

n （％）

全体 ( 20) 65.0 35.0

参加あり 参加なし
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４）地域ケア会議の開催範囲 

地域ケア会議の開催範囲は、「市区町村全体」が 53.8％、「日常生活圏域」が 46.2％となってい

る。 

図表 3-201 地域ケア会議の開催範囲 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

５）施設における地域ケア会議への参加状況 

施設における地域ケア会議への参加状況は、「市区町村全体」が 46.2％、「日常生活圏域」が

53.8％となっている。 

 

図表 3-202 施設における地域ケア会議への参加状況 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 13) 53.8 46.2

市区町村全体 日常生活圏域 両方にあり

n （％）

全体 ( 13) 46.2 53.8

市区町村全体 日常生活圏域 両方に参加
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６）日常生活圏域での地域ケア会議全体の参加者（複数回答可） 

日常生活圏域での地域ケア会議全体の参加者は、「地域包括支援センター職員」が 100.0％で最

も多く、次いで「ケアマネジャー」「理学療法士」(各 85.7％)となっている。「その他」の内容に

は、介護福祉士、福祉用具専門相談員、があがっている。 

 

図表 3-203 日常生活圏域での地域ケア会議全体の参加者（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(7) (％)

地域包括支援センター職員

ケアマネジャー

  理学療法士

介護事業者の管理者

自治体職員

民生委員

看護師

作業療法士

薬剤師

管理栄養士

医師

歯科医師

歯科衛生士

言語聴覚士

その他

参加者は不明

100.0

85.7

85.7

71.4

57.1

42.9

42.9

28.6

28.6

28.6

14.3

14.3

14.3

-

14.3

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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７）施設からの地域ケア会議参加者（複数回答可） 

日常生活圏域での地域ケア会議への施設からの参加者は、「理学療法士」が 85.7％で最も多く、

次いで「ケアマネジャー」(57.1％)、「作業療法士」(28.6％)となっている。「その他」の内容に

は、社会福祉士、支援相談員、などがあがっている。 

 

図表 3-204 施設からの地域ケア会議参加者（複数回答） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）開催頻度 

日常生活圏域での地域ケア会議開催頻度は、「数か月に１回」が 42.9％で最も多く、次いで「半

年に１回」(28.6％)、「１か月に１回程度」「１年に１回」(各 14.3％)となっている。 

 

図表 3-205 開催頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(7) (％)

理学療法士

ケアマネジャー

作業療法士

看護師

医師

言語聴覚士

介護職員

その他

85.7

57.1

28.6

14.3

-

-

-

28.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

n （％）

全体 ( 7) 14.3 42.9 28.6 14.3

１ か月に１ 回程度 数か月に１回 半年に１回

１年に１回 不定期 わからない
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９）地域ケア会議でのリハビリテーションに関する主な検討内容 

地域ケア会議でのリハビリテーションに関する主な検討内容は、「地域課題の検討(介護予防含

む)」が 42.9％で最も多く、次いで「他サービス事業所との連携」(28.6％)、「個別事例の検討」

(14.3％)となっている。 

 

図表 3-206 地域ケア会議でのリハビリテーションに関する主な検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 7) 42.9 28.6 14.3 14.3

地域課題の検討( 介護予防含む) 
多職種協働に向けた支援方針
他サービス事業所との連携
リハビリテーションにおけるアセスメント結果等の情報の共有
個別事例の検討
その他
無回答
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（５）通いの場について 

１）通いの場での通所リハビリテーション開催の有無 

通いの場でのリハビリテーション開催については、「あり」が 14.7％となっている。 

 

図表 3-207 通いの場での通所リハビリテーション開催の有無 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

２）地域の通いの場の開催回数 

通いの場でのリハビリテーション開催回数は、「月１回以上」が 60.0％、「週１回以上」「３月に

１回以上」が各 20.0％となっている。 

 

図表 3-208 地域の通いの場の開催回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）通いの場等で訓練を実施した事例の有無 

通いの場等での訓練を実施した事例については、「あり」が 8.8％となっている。 

 

図表 3-209 通いの場等で訓練を実施した事例の有無 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 34) 14.7 85.3

あり なし

n （％）

全体 ( 34) 8.8 17.6 73.5

あり なし 無回答

n （％）

全体 ( 5) 20.0 60.0 20.0

週１回以上 月１回以上 ３月に１回以上 年１回以上 開催なし
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４）施設自体で、市区町村から通いの場や短期集中サービスＣ受託の有無 

施設自体で、市区町村から通いの場や短期集中サービスＣを受託した経験については、「あり」

が 2.9％となっている。 

 

図表 3-210 施設自体で、市区町村から通いの場や短期集中サービスＣ受託の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）職員の一般介護予防事業や地域ケア会議等市区町村事業への派遣の有無 

職員の一般介護予防事業(通いの場や地域リハ活動支援事業等)や地域ケア会議等市区町村事業

への派遣については、「あり」が 8.8％となっている。 

 

図表 3-211 職員の一般介護予防事業や地域ケア会議等市区町村事業への派遣の有無 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 34) 2.9 23.5 73.5

あり なし 無回答

n （％）

全体 ( 34) 8.8 14.7 76.5

あり なし 無回答
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（６）職種 

回答者の職種は、「理学療法士」が38.2％で最も多く、次いで「事務職」が20.6％、「作業療法士」

が11.8％となっている。「その他」の内容には、支援相談員、ケアマネジャー、があがっている。 

 

 

図表 3-212 職種 

 

 

 

  

n=(34) (％)

理学療法士

事務職

作業療法士

看護師

医師

言語聴覚士

介護職員

その他

無回答

38.2

20.6

11.8

5.9

-

-

-

8.8

14.7

0 10 20 30 40
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２．施設を利用している本人または家族の状況について 

（１）利用者の基本情報 

１）要介護度 

要介護度(６区分)は、「要支援２」が 27.0％で最も多く、次いで「要介護２」が 22.2％、「要支

援１「要介護１」が各 19.0％となっている。 

 

図表 3-213 要介護度－６区分 

 

 

 

 

 

 

 

要介護度(３区分)では、「要介護１・２」が 46.0％、「要介護１・２」が 41.2％となっている。 

 

図表 3-214 要介護度－３区分 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 63) 19.0 27.0 19.0 22.2 11.1 1.6

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 申請中

n （％）

全体 ( 63) 46.0 41.2 12.7

要支援１・２ 要介護１・２ 要介護３・４・５ 申請中
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２）障害高齢者の自立度 

障害高齢者の自立度(９区分)は、「Ｂ２」が 30.2％で最も多く、次いで「Ａ１」(23.8％)、「Ａ

２」(14.3％)となっている。 

 

図表 3-215 障害高齢者の自立度－９区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害高齢者の自立度(３区分)では、「自立、自立生活(Ｊ１・２)」が 4.8％、「準寝たきり(Ａ

１・２)」が 38.1％、「寝たきり(Ｂ・Ｃ)」が 50.8％となっている。 

 

 

図表 3-216 障害高齢者の自立度－３区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 63) 4.8 38.1 50.8 6.3

自立、生活自立（Ｊ１・２） 準寝たきり（Ａ１・２） 寝たきり（Ｂ・Ｃ） 無回答

n=(63) (％)

自立

Ｊ１

Ｊ２

Ａ１

Ａ２

Ｂ１

Ｂ２

Ｃ１

Ｃ2

無回答

-

1.6

3.2

23.8

14.3

11.1

30.2

4.8

4.8

6.3

0 10 20 30 40
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３）認知症日常生活自立度 

認知症日常生活自立度(８区分)は、「Ⅱb」が 31.7％で最も多く、次いで「Ⅲa」(22.2％)、「Ⅰ」

(11.1％)となっている。 

図表 3-217 認知症日常生活自立度－８区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症日常生活自立度(６区分)は、「Ⅱa・b」が 41.3％で最も多く、次いで「Ⅲa・b」(27.0％)、

「Ⅰ」(11.1％)となっている。 

 

図表 3-218 認知症日常生活自立度－６区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(63) (％)

自立

Ⅰ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

Ｍ

無回答

6.3

11.1

9.5

31.7

22.2

4.8

6.3

1.6

6.3

0 10 20 30 40

n=(63) (％)

自立

Ⅰ

Ⅱａ・ｂ

Ⅲａ・ｂ

Ⅳ

Ｍ

無回答

6.3

11.1

41.3

27.0

6.3

1.6

6.3

0 10 20 30 40 50
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４）利用者の年齢 

入所者の年齢(６区分)は、「85～89 歳」が 31.7％で最も多く、次いで「90 歳以上」(30.2％)、

「75～79歳」(15.9％)となっている。 

 

図表 3-219 利用者の年齢－ 

 

 

 

 

 

 

入所者の年齢(４区分)では、「85歳以上」が61.9％で最も多く、次いで「75～84歳」(28.6％)、

「65～74歳」(7.9％)となっている。 

 

図表 3-220 利用者の年齢－４区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）入所期間 

入所者の入所期間は、「６か月未満」が 93.7％、「６か月以上」が 6.3％となっている。 

 

図表 3-221 入所期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （％）

全体 ( 63) 1.6 7.9 15.9 12.7 31.7 30.2

４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５～７９歳 ８０～８４歳 ８５～８９歳 ９０歳以上

n （％）

全体 ( 63) 93.7 6.3

入所６か月未満 入所６か月以上

n （％）

全体 ( 63) 1.6 7.9 28.6 61.9

４０～６４歳 ６５～７４歳 ７５～８４歳 ８５歳以上
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（２）利用者情報 

１）リハビリテーションが必要となった原因の傷病名 

リハビリテーションが必要となった原因の傷病名は、「骨折」が 25.4％で最も多く、次いで「脳

卒中」(20.6％)、「認知症」(17.5％)となっている。「その他」の内容には、統合失調症、急性腰

痛症、があがっている。 

 

図表 3-222 リハビリテーションが必要となった原因の傷病名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(63) (％)

骨折

脳卒中

認知症

廃用症候群

パーキンソン病

高血圧

心不全

脊椎・脊髄疾患

関節症・骨粗鬆症

悪性新生物

糖尿病

呼吸不全

腎不全

肺炎

関節リウマチ

うつ病

進行性の神経疾患

その他

25.4

20.6

17.5

14.3

4.8

3.2

3.2

3.2

3.2

1.6

-

-

-

-

-

-

-

3.2

0 10 20 30
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２）リハビリが行われるきっかけ 

リハビリが行われるきかっけは、「病院や診療所からの退院や紹介による」「家族の意向」が各

47.6％、「利用者の意向」が 1.6％となっている。「その他」の内容には、介護支援専門員からの提

案、介護者の入院、があがっている。 

 

図表 3-223 リハビリが行われるきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）入所前の利用者のおよその通院頻度 

入所前の利用者の通院頻度は、「１か月に１回程度」が 31.7％、「通院なし」が 7.9％などとなっ

ている。「その他」の内容には、併設病院に入院していた、３ケ月に１度、などがあがっている。 

 

図表 3-224 入所前の利用者のおよその通院頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(63) (％)

１週間に１回以上

２週間に１回程度

１か月に１回程度

２か月に１回程度

通院なし

その他

不明

1.6

3.2

31.7

4.8

7.9

11.1

39.7

0 10 20 30 40

n （％）

全体 ( 63) 47.6 1.6 47.6 3.2

病院や診療所からの退院や紹介による 地域包括支援センターからの助言

利用者の意向 家族の意向

その他
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４）利用者が受けている医療的処置・ケア等（複数回答可） 

利用者が受けている医療的処置・ケア等は、「服薬管理」が 76.2％で最も多く、次いで「浣腸・

摘便」(15.9％)、「褥瘡等創傷のケア」(7.9％)となっている。「その他」の内容には、人工透析、

があがっている。 

 

図表 3-225 利用者が受けている医療的処置・ケア等（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(63) (％)

服薬管理

浣腸・摘便

褥瘡等創傷のケア

経管栄養

気道内吸引

人工肛門・膀胱ケア

中心静脈栄養

自己導尿のケア

その他

なし

無回答

76.2

15.9

7.9

6.3

1.6

1.6

-

-

1.6

7.9

11.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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５）リハビリ計画で重点を置いている課題領域 

リハビリ計画で重点を置いている課題領域は、「歩行・移動」が 52.4％で最も多く、次いで「姿

勢保持」(17.5％)、「移乗」(15.9％)となっている。 

 

図表 3-226 リハビリ計画で重点を置いている加害領域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(63) (％)

歩行･ 移動

姿勢保持

移乗

コミュニケーション

排泄

入浴・清潔

更衣

摂食

更衣・整容

無回答

52.4

17.5

15.9

4.8

1.6

-

-

-

-

7.9

0 10 20 30 40 50 60
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６）ＢＩの変化（現在－利用開始時） 

利用開始時と調査時点のＢＩ（Bathel index）の変化をみると、「増加」が 15.9％、「変化なし」

が 46.0％、「減少」が 14.3％となっている。 

利用期間別にみると、利用６か月未満のＢＩの変化は、「増加」が 16.9％、「変化なし」が

49.2％、「減少」が 8.5％であるのに対し、利用６か月以上では「減少」が 100.0％となっている。 

 

図表 3-227 ＢＩの変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７)ＩＣＦｓの点数／入所時点 

入所時点のＩＣＦｓの点数は、34点が１件、53点が１件となっている。 

 

 

 

 

８）ＩＣＦｓの点数／調査時点 

調査時点のＩＣＦｓの点数は、43点が１件、53点が１件、63点が１件となっている。 

点数の変化は「増加」が１件（34 点から 43 点）、変化なしが 1 件（53 点から 53 点）、判定不可

が 1件（入所時点記載なし、調査時点 63点）となっている。 

 

 

 

 

n （％）

全体 ( 63)

入所６か月未満 ( 59)

入所６か月以上 ( 4)

15.9

16.9

46.0

49.2

14.3

8.5

100.0

23.8

25.4

増加 変化なし 減少 無回答
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Ⅳ．居宅介護支援事業所調査結果 

１．事業所の基本情報について 

（１）事業所で担当している利用者について 

１）利用者数 

利用者数は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-228 利用者数 

  
 

   （件） 

調査数 ０～30 人 31～50 人 51～100 人 101～150 人 151 人以上 無回答 

17 2 4 2 3 2 4 

 

 

 

 

２）利用者の要支援度および要介護度 

利用者の要支援および要介護度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-229 利用者の要支援度および要介護度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

要支援１ 17 4 6 1 4 1 1 

要支援２ 17 3 2 6 2 3 1 

要介護１ 17 - 1 3 7 4 1 

要介護２ 17 - 2 4 4 6 1 

要介護３ 17 1 5 4 2 4 1 

要介護４ 17 1 10 1 1 3 1 

要介護５ 17 4 8 2 2 - 1 

申請中 17 11 3 2 - - 1 

合計 17 - - 2 - 14 1 
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３）通所リハビリテーションの利用人数 

通所リハビリテーション利用人数は、以下の通りになっている。 

 

図表 3-230 通所リハビリテーションの利用人数 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

要支援１ 17 8 6 2 - - 1 

要支援２ 17 8 5 3 - - 1 

要介護１ 17 4 8 1 2 1 1 

要介護２ 17 2 10 2 2 - 1 

要介護３ 17 7 9 - - - 1 

要介護４ 17 10 6 - - - 1 

要介護５ 17 11 5 - - - 1 

申請中 17 16 - - - - 1 

合計 17 2 4 2 4 4 1 

 

 

 

 

４）訪問リハビリテーションの利用人数 

訪問リハビリテーション利用人数は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-231 訪問リハビリテーションの利用人数 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

要支援１ 17 15 2 - - - - 

要支援２ 17 15 2 - - - - 

要介護１ 17 13 3 1 - - - 

要介護２ 17 10 6 1 - - - 

要介護３ 17 12 5 - - - - 

要介護４ 17 13 3 1 - - - 

要介護５ 17 12 5 - - - - 

申請中 17 17 - - - - - 

合計 17 8 5 1 2 1 - 
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５）障害高齢者の自立度 

障害高齢者の自立度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-232 障害高齢者の自立度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

自立 17 4 3 - 2 - 8 

Ｊ１ 17 - 7 2 1 1 6 

Ｊ２ 17 - 3 - 4 4 6 

Ａ１ 17 - - 5 - 5 7 

Ａ２ 17 - 1 5 1 4 6 

Ｂ１ 17 - 5 1 2 2 7 

Ｂ２ 17 - 7 2 1 1 6 

Ｃ１ 17 2 4 2 1 - 8 

Ｃ２ 17 4 6 1 - - 6 

 

 

 

 

６）認知症高齢者の日常生活自立度 

認知症高齢者の自立度は、以下の通りとなっている。 

 

図表 3-233 認知症高齢者の日常生活自立度 

       （件） 

 調査数 ０人 １～５人 ６～10 人 11～19 人 20 人以上 無回答 

自立 17 1 2 2 3 2 7 

Ⅰ 17 - 1 1 5 4 6 

Ⅱａ 17 - 4 3 2 2 6 

Ⅱｂ 17 - 2 5 2 2 6 

Ⅲａ 17 1 5 2 1 2 6 

Ⅲｂ 17 1 6 - - 1 9 

Ⅳ 17 3 6 1 - 1 6 

Ｍ 17 4 5    8 
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（２）通所リハビリテーションについて 

１）通所リハビリテーションの地域資源 

通所リハビリテーションの地域資源については、「利用者に対して大変充足していると思う」

(１件)と「利用者に対して充足していると思う」(10 件)の合計が 11 件で、「利用者に対して不足

していると思う」(４件)と「利用者に対して大変不足していると思う」(１件)の合計(５件)を上

回っている。 

 

図表 3-234 通所リハビリテーションの地域資源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）ケアプランへの通所リハビリテーションの導入意向 

地域でサービス事業所が現在よりも充実していると仮定した場合のケアプランへの通所リハビ

リテーション導入意向については、「サービス導入を検討する」が６件、「どちらともいえない」

が 10件となっている。 

 

図表 3-235 ケアプランへの通所リハビリテーションの導入意向 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （件）

全体 ( 17) 1 10 4 1 1

利用者に対して大変充足していると思う 利用者に対して充足していると思う

利用者に対して不足していると思う 利用者に対して大変不足していると思う

わからない

n （件）

全体 ( 17) 6 10 1

サービス導入を検討する サービス導入は検討しない

どちらともいえない わからない
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３）ケアプランへの通所リハビリテーション導入を検討しない理由（複数回答可） 

ケアプランへの通所リハビリテーション導入について「どちらともいえない」と回答した理由

については、「利用者本人が通所リハビリテーションを希望しない」(６件)が最も多く、次いで

「月額限度額が一杯であり、介護保険内に収まらないから」(４件)、「家族や関係者が通所リハビ

リテーションを希望しない」(３件)となっている。「その他」の内容には、本人に必要かどうか希

望があるかどうか分からないから、数の過不足が検討の理由でないから、大規模な事業所が多く

十分なリハビリが行っていると思えない、があがっている。 

 

図表 3-236 ケアプランへの通所リハビリテーション導入を検討しない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(10) (件)

利用者本人が通所リハビリテー
ションを希望しない

月額限度額が一杯であり、介護
保険内に収まらないから

家族や関係者が通所リハビリ

テーションを希望しない

負担金の増額に対して利用者

家族等が否定的である

通所リハビリテーション事業所ま

でのアクセスがあまりよくない

ケアマネとして、通所介護で十

分と考えている

その他

6

4

3

2

2

1

3

0 2 4 6
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（３）訪問リハビリテーションについて 

１）訪問リハビリテーションの地域資源 

訪問リハビリテーションの地域資源については、「利用者に対して大変充足していると思う」

(２件)と「利用者に対して充足していると思う」(７件)の合計が９件で、「利用者に対して不足し

ていると思う」(４件)と「利用者に対して大変不足していると思う」(３件)の合計(７件)と拮抗

している。 

 

図表 3-237 訪問リハビリテーションの地域資源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）ケアプランへの訪問リハビリテーションの導入意向 

地域でサービス事業所が現在よりも充実していると仮定した場合のケアプランへの訪問リハビ

リテーション導入意向については、「サービス導入を検討する」が 8件、「何ともいえない」が 9件

となっている。 

 

図表 3-238 ケアプランへの訪問リハビリテーションの導入意向 

 

 

 

 

 

 

 

  

n （件）

全体 ( 17) 2 7 4 3 1

利用者に対して大変充足していると思う 利用者に対して充足していると思う

利用者に対して不足していると思う 利用者に対して大変不足していると思う

わからない

n （件）

全体 ( 17) 8 9

サービス導入を検討する サービス導入は検討しない

何ともいえない わからない
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３）ケアプランへの訪問リハビリテーション導入を検討しない理由（複数回答可） 

ケアプランへの訪問リハビリテーション導入について「何ともいえない」と回答した理由につ

いては、「利用者本人が訪問リハビリテーションを希望しない」(５件)が最も多く、次いで「家族

や関係者が訪問リハビリテーションを希望しない」「ケアマネとして、訪問看護の療法士等訪問で

十分と考えている」(各３件)となっている。「その他」の内容には、本人に必要かどうか希望があ

るかどうか分からないから、数の過不足が検討の理由でないから、導入までに利用者の負担が大

きい、があがっている。 

 

図表 3-239 ケアプランへの訪問リハビリテーション導入を検討しない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

  

n=(9) (件)

利用者本人が訪問リハビリテー
ションを希望しない

家族や関係者が訪問リハビリ
テーションを希望しない

ケアマネとして、訪問看護の療
法士等訪問で十分と考えている

負担金の増額に対して利用者
家族等が否定的である

ケアマネとして、訪問介護で十

分と考えている

月額限度額が一杯であり、介護
保険内に収まらないから

その他

無回答

5

3

3

2

1

-

3

1

0 2 4 6
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（４）職種 

回答者の職種は、「介護職員」が 3 件、「事務職」が１件、「その他」が 13 件となっている。「そ

の他」の内容には、ケアマネジャー、介護支援専門員、社会福祉士、があがっている。 

 

図表 3-240 職種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(17) (件)

介護職員

事務職

医師

看護師

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

その他

3

1

-

-

-

-

-

13

0 5 10 15
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第４章 調査票 

Ⅰ．訪問リハビリテーション事業所 調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設・事業所票 
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利用者票 
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本人・家族票 
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Ⅱ．通所リハビリテーション事業所 調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設・事業所票 
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利用者票 
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本人・家族票 
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Ⅲ．介護老人保健施設 調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設・事業所票 
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利用者票 
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Ⅳ．居宅介護支援事業所 調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設・事業所票 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 

要介護者等に対するリハビリテーション提供体制の指標開発事業報告書 

（アンケート調査結果編） 
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